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(57)【要約】
【課題】良好な食味、調理効果等が得られ、調理に有効
な高さ寸法を長くして、多様な被加熱物に対応すること
ができ、清掃性、メンテナンス性等が向上された加熱調
理器を得ることを目的とする。
【解決手段】本発明に係る加熱調理器は、載置手段の下
方と受皿の凹部の底面との間に、隙間が形成され、吸込
口は、載置手段と比較して上側に形成され、吹出口は、
載置手段と比較して下側に形成され、載置手段は、被加
熱物が載置される複数の載置部が形成され、複数の間に
複数の開口が形成され、吸込口は、調理室の天井面のう
ちの、調理室内の吹出口と垂直に交差する方向における
寸法の１／５～４／５だけ、吹出口から該方向に沿って
離れた領域に形成されたものである。
【選択図】図１６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　筐体と、
　前記筐体内に設けられ、吸込口及び吹出口が形成された調理室と、
　前記調理室内に配置され、被加熱物を載置する載置手段と、
　凹部が形成され、前記調理室内の前記載置手段の下方に、該凹部の底面が上方を向くよ
うに配置され、前記調理室内から取出自在の受皿と、
　前記筐体内に設けられ、前記調理室内の空気を前記吸込口から前記調理室外に排出し、
前記調理室外の空気を吹出風路を通過させて前記吹出口から前記調理室内に流入させる第
１送風手段と、
　前記筐体内に設けられ、前記第１送風手段によって前記調理室内に流入される空気を加
熱する第１加熱手段と、
　少なくとも前記第１送風手段及び前記第１加熱手段の動作を制御する制御手段と、
を備え、
　前記載置手段の下方と前記受皿の凹部の底面との間に、隙間が形成され、
　前記吸込口は、前記載置手段と比較して上側に形成され、
　前記吹出口は、前記載置手段と比較して下側に形成され、
　前記載置手段は、前記被加熱物が載置される複数の載置部が形成され、前記複数の載置
部の間に複数の開口が形成され、
　前記吸込口は、前記調理室の天井面のうちの、前記調理室内の前記吹出口と垂直に交差
する方向における寸法の１／５～４／５だけ、前記吹出口から該方向に沿って離れた領域
に形成された、
ことを特徴とする加熱調理器。
【請求項２】
　前記調理室内の上方に設けられ、前記調理室内を加熱する第２加熱手段を備え、
　前記吸込口は、前記調理室が上面視された状態において、前記第２加熱手段と重なり、
　前記吸込口に、触媒体が設けられた、
ことを特徴とする請求項１に記載の加熱調理器。
【請求項３】
　前記載置手段及び前記受皿は、前記調理室内の前記第２加熱手段の下方に配置された、
ことを特徴とする請求項２に記載の加熱調理器。
【請求項４】
　前記第１送風手段は、前記吸込口から前記調理室外に排出された空気を、前記吹出風路
に導き、
　前記第１加熱手段は、前記吹出風路を通過する空気を加熱する、
ことを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【請求項５】
　前記載置手段及び前記受皿によって、前記隙間が形成する空間の外周部の一部以外が塞
がれて、流入口が形成され、
　前記吹出口は、前記流入口と対向する位置に形成された、
ことを特徴とする請求項１～４のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【請求項６】
　前記調理室は、前記載置手段及び前記受皿と共にスライドする調理室扉によって開閉さ
れ、
　前記流入口は、前記調理室が開かれると前記吹出口から遠ざかり、前記調理室が閉じら
れると前記吹出口に近接又は当接する、
ことを特徴とする請求項５に記載の加熱調理器。
【請求項７】
　前記調理室扉は、前記調理室を閉じる方向に付勢された、
ことを特徴とする請求項６に記載の加熱調理器。
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【請求項８】
　前記流入口は、前記隙間が形成する空間の外周部から離れた位置に形成され、
　前記流入口と前記隙間が形成する空間の外周部との間に、風路が形成された、
ことを特徴とする請求項５～７のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【請求項９】
　前記載置手段は、前記被加熱物が頂部に載置される複数の凸部が形成され、前記複数の
凸部の頂部間に複数の開口が形成されており、前記複数の凸部の配列方向における断面形
状が波状であり、前記複数の凸部の頂部間にすり鉢状の凹部が形成され、
　前記複数の開口は、前記すり鉢状の凹部に形成された、
ことを特徴とする請求項１～８のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【請求項１０】
　前記載置手段は、前記複数の凸部の配列方向が、前記吹出口と垂直に交差する方向に沿
い、前記複数の凸部の頂部間に、前記吹出口に近い側から前記複数の凸部の頂部間の最下
部に向かって下方傾斜する第１の斜面又は傾斜曲面と、前記複数の凸部の頂部間の最下部
から前記吹出口に遠い側に向かって上方傾斜する第２の斜面又は傾斜曲面と、が形成され
、
　前記複数の開口は、前記吸込口に近い側の端部が、前記吸込口に遠い側の端部と比較し
て高くなるように形成され、且つ、前記第１の斜面又は傾斜曲面における開口面積が、前
記第２の斜面又は傾斜曲面における開口面積と比較して大きくなるように、又は、全領域
が前記第１の斜面又は傾斜曲面に位置するように、形成された、
ことを特徴とする請求項９に記載の加熱調理器。
【請求項１１】
　前記第１の斜面又は傾斜曲面は、前記複数の凸部の配列方向と平行で且つ前記吹出口に
近い側から前記吹出口に遠い側に向かう方向から、１５～６０°の範囲で下方傾斜する斜
面又は傾斜曲面である、
ことを特徴とする請求項１０に記載の加熱調理器。
【請求項１２】
　前記第１の斜面又は傾斜曲面と前記第２の斜面又は傾斜曲面とは、６０～１２０°の範
囲の相対角度で形成された、
ことを特徴とする請求項１０又は１１に記載の加熱調理器。
【請求項１３】
　前記載置手段は、前記複数の凸部間の底面が、重力方向と直交する水平面から傾斜する
状態になるように配置された、
ことを特徴とする請求項９～１２のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【請求項１４】
　前記複数の凸部の頂部間は、５ｍｍ以上であり、且つ、曲面である、
ことを特徴とする請求項１～１３のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【請求項１５】
　前記吹出口の上端は、前記複数の開口と比較して下側に位置する、
ことを特徴とする請求項１～１４のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【請求項１６】
　前記吹出風路と前記吹出口との接続部において、前記吹出口の下端は、前記吹出風路の
下端と比較して上側に位置する、
ことを特徴とする請求項１～１５のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【請求項１７】
　前記吹出口の上方に、前記調理室外に向かって突出する突出部が形成され、
　前記吹出口の上方に形成された突出部は、前記吹出口と垂直に交差し且つ前記吹出口に
近い側から前記吹出口に遠い側に向かう方向と、平行な方向に向かって、又は、前記吹出
口と垂直に交差し且つ前記吹出口に近い側から前記吹出口に遠い側に向かう方向から、３
０°以下だけ下方に回転した方向に向かって、突出する、



(4) JP 2016-32670 A 2016.3.10

10

20

30

40

50

ことを特徴とする請求項１～１６のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【請求項１８】
　前記吹出口の下方に、前記調理室外に向かって突出する突出部が形成され、
　前記吹出口の下方に形成された突出部は、前記吹出口と垂直に交差し且つ前記吹出口に
近い側から前記吹出口に遠い側に向かう方向と、平行な方向に向かって、又は、前記吹出
口と垂直に交差し且つ前記吹出口に近い側から前記吹出口に遠い側に向かう方向から、３
０°以下だけ下方に回転した方向に向かって、突出する、
ことを特徴とする請求項１７に記載の加熱調理器。
【請求項１９】
　前記受皿は、前記凹部の底面のうちの、前記吹出口に沿う方向の外側の領域が、該方向
の中央の領域と比較して、低い状態になるように配置された、
ことを特徴とする請求項１～１８のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【請求項２０】
　前記受皿は、前記凹部の底面のうちの、前記吹出口から遠い領域が、前記吹出口に近い
領域と比較して、低い状態になるように配置された、
ことを特徴とする請求項１～１９のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【請求項２１】
　前記載置手段及び前記受皿のうちの少なくともいずれか一方に、シロキサン結合を持つ
三次元架橋マトリックス構造のセラミックコーティング被膜、又は、ＰＴＦＥ被膜が形成
された、
ことを特徴とする請求項１～２０のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【請求項２２】
　前記第１送風手段は、前記吸込口から前記調理室外に排出された空気の一部を、第１排
出風路を通過させて前記筐体外に排出し、
　前記第１排出風路の、前記第１加熱手段からの放射を直接受ける領域に、触媒体が設け
られた、
ことを特徴とする請求項４に記載の加熱調理器。
【請求項２３】
　前記制御手段は、前記被加熱物を調理する際に、前記複数の開口を通過する気流の風速
が、１ｍ／ｓ以上であり、且つ、該気流の被加熱温度が、２００℃以上であることが、５
分間以上継続されるように制御する、
ことを特徴とする請求項１～２２のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【請求項２４】
　前記制御手段は、前記被加熱物を調理する際に、前記載置手段の被加熱温度が、２００
～２５０℃以上であることが、５分間以上継続されるように制御する、
ことを特徴とする請求項１～２３のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【請求項２５】
　前記制御手段は、前記被加熱物を調理する際に、前記載置手段及び前記受皿の被加熱温
度が、３６０℃以下になるように制御する、
ことを特徴とする請求項１～２４のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【請求項２６】
　前記調理室内の空気、前記第１送風手段によって前記調理室内に流入される空気、それ
らの空気と接触する部品、及び前記被加熱物、のうちの少なくともいずれか１つの温度を
検知する温度検知手段を備え、
　前記制御手段は、前記温度検知手段の検知温度に基づいて前記被加熱温度を制御する、
ことを特徴とする請求項２３～２５のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【請求項２７】
　前記筐体内に設けられ、前記筐体内の空気を、第２排出風路を通過させて前記筐体外に
排出させる第２送風手段と、
　前記筐体内に設けられ、前記調理室の外壁の少なくとも一部を覆う調理室収納部と、
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を備え、
　前記調理室収納部に、前記第２排出風路に連通する通風口が形成された、
ことを特徴とする請求項１～２６のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【請求項２８】
　操作部と、
　表示部と、
　前記調理室の開閉を検知する開閉検知手段と、
を備え、
　前記制御手段は、前記操作部に指令が入力されると、前記開閉検知手段の検知結果を取
得し、前記調理室が開状態であれば、加熱動作を行わないように、少なくとも前記第１送
風手段及び前記第１加熱手段の動作を制御し、且つ、前記調理室を閉めることを促す表示
を前記表示部に表示させる、
ことを特徴とする請求項１～２７のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【請求項２９】
　表示部と、
　前記調理室の開閉を検知する開閉検知手段と、
を備え、
　前記制御手段は、加熱動作中に、前記開閉検知手段の検知結果を取得し、前記調理室が
開状態であれば、加熱動作を停止するように、少なくとも前記第１送風手段及び前記第１
加熱手段の動作を制御し、且つ、前記調理室が開状態であるために前記加熱動作が停止さ
れたことを報知する表示を前記表示部に表示させる、
ことを特徴とする請求項１～２７のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【請求項３０】
　前記筐体は、上面がトッププレートによって覆われ、
　前記筐体内に設けられ、前記トッププレート上に載置された被加熱物を加熱する第３加
熱手段を備えた、
ことを特徴とする請求項１～２９のいずれか一項に記載の加熱調理器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、加熱調理器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の加熱調理器として、筐体内に設けられた調理室と、調理室内を加熱する加熱手段
と、を備え、加熱手段からの輻射、加熱手段で加熱された空気、調理台を媒体とした伝熱
等を利用して、調理室内に載置された被加熱物を加熱調理するものがある。
【０００３】
　そのような加熱調理器は、一般的に、両面焼きの機能を有している。両面焼きの機能に
よって、ユーザーは、調理室内に載置された被加熱物を裏返す手間等を要することなく、
被加熱物の上下面を含む全体を加熱調理できるため、ユーザーの家事労働が軽減される。
【０００４】
　両面焼きの機能は、一般的に、調理室内に載置された被加熱物の上方に設けられた上方
加熱手段と、調理室内に載置された被加熱物の下方に設けられた下方加熱手段と、によっ
て実現される。被加熱物が、上方加熱手段及び下方加熱手段からの輻射によって加熱され
るとともに、上方加熱手段及び下方加熱手段によって加熱された空気を介する熱伝達によ
って加熱されることで、被加熱物全体が加熱調理される。
【０００５】
　そのような加熱調理器では、例えば、被加熱物が油脂分を含む食材である場合において
、被加熱物から油脂分が滴下し、下方加熱手段に油脂分が接触したり、被加熱物の下方に
配置された受皿に溜まって、下方加熱手段によって加熱されたりすると、発煙、発火等が
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生じる。発煙、発火等が生じると、被加熱物の食味が損なわれ、また、加熱調理器に過度
の負荷が生じて製品寿命が短くなる等の不具合が生じる。また、例えば、被加熱物が油脂
分、塩分、水分等の汁気を含む食材である場合において、被加熱物から滴下した汁気が下
方加熱手段に接触すると、下方加熱手段の表面に腐食等が生じる。下方加熱手段の表面に
腐食等が生じると、絶縁不良、断線等が生じて加熱調理器の加熱機能が損なわれる不具合
が生じる。
【０００６】
　また、そのような加熱調理器が、一般家庭等のキッチンのカウンター内に組み込んで使
用される場合には、モジュール化され、且つ、その高さ寸法が標準化された高さ寸法（例
えば、キッチンカウンターの上面から２２０ｍｍ程度の深さに納まる高さ寸法、又は、約
２３０ｍｍ）である必要がある。そのような加熱調理器においても、ユーザーの要求に応
えるべく、パン、スポンジケーキ等の厚みのある（高さ寸法の大きい）被加熱物の調理、
鯛等の比較的大きな魚の姿焼き等が行える必要があるため、調理室内の調理に有効な高さ
寸法は、長い方が望ましい。
【０００７】
　しかし、両面焼きの機能を有する加熱調理器においては、上述の発煙、発火等が抑制さ
れるように、受皿と下方加熱手段との間隔が広くされて、受皿に溜まる油脂分の加熱が抑
制される必要がある。また、適切な調理効果（適度な焼き加減、少ない焼きムラ）が得ら
れるように、下方加熱手段と被加熱物との間隔が広くされる必要がある。つまり、下方加
熱手段の上方及び下方に多くの空間を要し、その空間の調理室内の高さ寸法に占める比率
が高いため、調理できる被加熱物の高さ範囲が狭く、調理能力の制約となって製品の機能
が阻害される不具合が生じる。
【０００８】
　また、ユーザーが下方加熱手段を着脱することが、容易ではないため、ユーザーは、調
理室内を下方加熱手段が取り付けられた状態で清掃する必要があり、また、特に、調理室
の底面を、上述の調理室内の高さ寸法の制約によって狭くなった下方加熱手段と調理室底
面との間隔に手を入れて清掃する必要があり、製品の清掃性、メンテナンス性等が低いと
いう不具合が生じていた。
【０００９】
　こうした不具合を解消するために、下方加熱手段を用いない加熱調理器が提案されてい
る（例えば、特許文献１参照）。また、被加熱物の下方から噴出される加熱空気、加熱水
蒸気等によって被加熱物を加熱調理する加熱調理器が提案されている（例えば、特許文献
２参照）。また、被加熱物を調理皿に載置して加熱調理する加熱調理器が提案されている
（例えば、特許文献３参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２００８－２６４０５３号公報（図１）
【特許文献２】特開２００５－６１７６１号公報（図４）
【特許文献３】特開２０１０－１１５４７３号公報（図１）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　特許文献１に記載された加熱調理器においては、被加熱物の、吹出口に近い位置と吹出
口から遠い位置とで、加熱ムラが生じる。また、被加熱物の表面温度の上昇が遅く、加熱
に伴う着色がつき難い。そのため、被加熱物に適切な焼色がつき難く、良好な調理仕上が
りが得られないという問題点があった。また、調理室の排気が、加熱調理器の筐体外へ直
接排気されるため、排気に含まれる煙、臭気等によって、調理作業の環境が損なわれると
いう問題点があった。
【００１２】
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　特許文献２に記載された加熱調理器においては、多数の流出口を有する整流板を備えて
いるため、特許文献１に記載された加熱調理器と比較して、被加熱物に生じる加熱ムラは
抑制される。また、加熱調理に伴って、被加熱物から油脂、汁気等が滴下し、被加熱物の
下方にある整流板に油脂、汁気等に付着した場合には、ユーザーは整流板を取り外して洗
浄することができる。しかし、整流板の透孔から下方へ滴下して調理室の底面に付着した
油脂、汁気等を清掃する際には、ユーザーは、調理室内に手を入れて清掃する必要がある
ため、製品の清掃性、メンテナンス性等が低いという問題点があった。
【００１３】
　また、放射によって加熱する加熱手段を併用しておらず、空気を媒介とした熱伝達を主
体としているため、被加熱物の表面温度の上昇が遅く、被加熱物の表層部のタンパク質の
凝固が遅くなって、表面はパリッとし、中はしっとり且つジューシーとなる良好な食味、
調理効果等が得られないという問題点があった。また、被加熱物全体の水分が揮発しやす
く、パサつきのある食味の良好ではない調理仕上がりになるという問題点があった。また
、上方に加熱手段が設けられていないため、被加熱物の上面及び下面の焼き加減を個別に
制御できないという問題点があった。
【００１４】
　特許文献３に記載された加熱調理器においては、被加熱物の下面が、被加熱物が調理皿
に載置された状態で加熱されるため、調理皿の温度を適切に制御して、被加熱物の下面の
乾燥、外観品質等の低下を抑制することができる。しかし、調理皿の下方に均熱加熱プレ
ートが配置され、その下方に空間を設け下方加熱手段が設けられるため、調理皿が直接的
に加熱されない。また、下方加熱手段が均熱加熱プレートで覆われる。そのため、加熱効
率が低く、調理皿、調理室内等の昇温が遅くなって調理時間が長くなり、ユーザーが家事
労働に費やす時間が増加することとなるため、家事労働の省力化が実現されないという問
題点があった。また、加熱調理器全体をバランス良く制御することで、加熱効率が向上さ
れるとしているが、調理時間が長くなることに伴って、調理室から漏洩する熱等の損失が
増加し、また、消費電力量も増加するため、環境負荷が大きいという問題点があった。ま
た、調理皿の下方に均熱加熱プレートが配置され、その下方に空間を介して下方加熱手段
が設けられるため、調理に有効な高さ寸法が狭くなり、調理能力の制約となって製品の機
能が阻害されるという問題点があった。
【００１５】
　本発明は、上記のような課題を背景としてなされたものであり、良好な食味、調理効果
等が得られ、調理に有効な高さ寸法を長くして、多様な被加熱物に対応することができ、
清掃性、メンテナンス性等が向上された加熱調理器を得ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明に係る加熱調理器は、筐体と、前記筐体内に設けられ、吸込口及び吹出口が形成
された調理室と、前記調理室内に配置され、被加熱物を載置する載置手段と、凹部が形成
され、前記調理室内の前記載置手段の下方に、該凹部の底面が上方を向くように配置され
、前記調理室内から取出自在の受皿と、前記筐体内に設けられ、前記調理室内の空気を前
記吸込口から前記調理室外に排出し、前記調理室外の空気を吹出風路を通過させて前記吹
出口から前記調理室内に流入させる第１送風手段と、前記筐体内に設けられ、前記第１送
風手段によって前記調理室内に流入される空気を加熱する第１加熱手段と、少なくとも前
記第１送風手段及び前記第１加熱手段の動作を制御する制御手段と、を備え、前記載置手
段の下方と前記受皿の凹部の底面との間に、隙間が形成され、前記吸込口は、前記載置手
段と比較して上側に形成され、前記吹出口は、前記載置手段と比較して下側に形成され、
前記載置手段は、前記被加熱物が載置される複数の載置部が形成され、前記複数の載置部
の間に複数の開口が形成され、前記吸込口は、前記調理室の天井面のうちの、前記調理室
内の前記吹出口と垂直に交差する方向における寸法の１／５～４／５だけ、前記吹出口か
ら該方向に沿って離れた領域に形成されたものである。
【発明の効果】
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【００１７】
　本発明に係る加熱調理器は、調理皿の下面と受皿の凹部の底面との間に、隙間が形成さ
れ、吸込口は、調理皿と比較して上側に形成され、吹出口は、調理皿と比較して下側で、
且つ、隙間が形成する空間の外周部の少なくとも一部と対向する位置に形成され、調理皿
は、被加熱物が頂部に載置される複数の凸部が形成され、複数の凸部の頂部間に複数の開
口が形成されたものであるため、調理に有効な高さ寸法を長くして、多様な被加熱物に対
応することができる。また、良好な食味、調理効果等が得られる。また、清掃性、メンテ
ナンス性等が向上される。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、全体を示す斜視図である。
【図２】本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、トッププレートと吸排気口カバーと
が取り外された状態での、本体の斜視図である。
【図３】本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、筐体上面とトッププレートと吸排気
口カバーと誘導加熱コイルユニットとラジエントヒータとが取り外された状態での、本体
の斜視図である。
【図４】本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、筐体上面とトッププレートと吸排気
口カバーと誘導加熱コイルユニットとラジエントヒータとコントロールユニットと冷却風
路とが取り外された状態での、本体の斜視図である。
【図５】本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、コントロールユニットの斜視図であ
る。
【図６】本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、コントロールユニットの側面断面図
である。
【図７】本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、調理室全体の斜視図である。
【図８】本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、調理室上外郭とその付帯部品とを取
り外した状態での、調理室の斜視図である。
【図９】本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、調理室上外郭と風路部材Ａとカバー
と吹出風路とそれらの付帯部品とを取り外した状態での、調理室の斜視図である。
【図１０】本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、付帯部品と共に調理室から引き出
して取り外された状態での、調理室扉の斜視図である。
【図１１】本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、調理室上外郭と風路部材Ａと調理
室天井面と調理室扉とそれらの付帯部品とを取り外した状態での、調理室の斜視図である
。
【図１２】本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、吹出風路とその付帯部品の斜視図
である。
【図１３】本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、係合された状態での、受皿及び調
理皿の斜視図及び断面図である。
【図１４】本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、係合されていない状態での、受皿
及び調理皿の斜視図である。
【図１５】本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、調理室の正面断面図である。
【図１６】本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、本体の側面断面図である。
【図１７】本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、システム構成の一例の概略図であ
る。
【図１８】本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、制御フローを示す図である。
【図１９】本発明の実施の形態２に係る加熱調理器の、調理室１１全体の斜視図である。
【図２０】本発明の実施の形態２に係る加熱調理器の、調理室１１全体の斜視図である。
【図２１】本発明の実施の形態２に係る加熱調理器の、カバーと吹出風路とそれらの付帯
部品とを取り外した状態での、調理室の斜視図である。
【図２２】本発明の実施の形態２に係る加熱調理器の、調理室上外郭と調理室天井面と調
理室扉とそれらの付帯部品とを取り外した状態での、調理室の斜視図である。
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【図２３】本発明の実施の形態２に係る加熱調理器の、吹出風路とその付帯部品の斜視図
である。
【図２４】本発明の実施の形態２に係る加熱調理器の、付帯部品と共に調理室から引き出
して取り外された状態での、調理室扉の斜視図である。
【図２５】本発明の実施の形態２に係る加熱調理器の、係合されていない状態での、受皿
及び調理皿の斜視図である。
【図２６】本発明の実施の形態２に係る加熱調理器の、調理室の正面断面図である。
【図２７】本発明の実施の形態２に係る加熱調理器の、調理室と吹出風路とその付帯部品
との側面断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明に係る加熱調理器について、図面を用いて説明する。
　なお、以下では、本発明に係る加熱調理器が、トッププレート上の左右手前及び中央奥
に調理鍋載置部を三口備えたビルトイン型（組込み型）ＩＨクッキングヒータである場合
を説明するが、本発明に係る加熱調理器は、そのような場合に限定されない。
　また、以下では、理解を容易にするために、方向を表す用語（例えば「上」、「下」、
「右」、「左」、「前」、「後」等）を適宜用いているが、本発明に係る加熱調理器は、
これらの用語によって限定されない。
　また、以下で説明する構成、動作等は、一例であり、本発明に係る加熱調理器は、その
ような構成、動作等に限定されない。
　また、各図において、同一の又は類似する部材又は部分には、同一の符号を付すか、又
は、符号を付すことを省略している。
　また、細かい構造については、適宜図示を簡略化又は省略している。
　また、重複又は類似する説明については、適宜簡略化又は省略している。
【００２０】
実施の形態１．
　実施の形態１に係る加熱調理器について説明する。
【００２１】
＜加熱調理器の構成＞
　実施の形態１に係る加熱調理器の構成について説明する。
【００２２】
　図１は、本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、全体を示す斜視図である。
【００２３】
　図１に示されるように、加熱調理器の本体１の筐体２の上側に、筐体上面３が着脱自在
に配置される。筐体上面３の背面側に、吸排気口カバー５が配置される。筐体上面３の中
央に、トッププレート４が配置される。筐体上面３の前面側に、操作部６が設けられる。
【００２４】
　トッププレート４には、前面側右、背面中央、前面左の３ヶ所に、載置部８が設けられ
る。載置部８には、被加熱物（図示せず）が載置される。また、トッププレート４には、
表示部９が設けられる。表示部９には、本体１の動作状態を報知する内容、操作部６にお
ける操作の内容等が表示される。
【００２５】
　筐体２の前面の左側に、調理室扉７が設けられる。調理室扉７は、後述する調理室１１
を開閉する扉である。調理室扉７は、スライド式であり、ユーザー等によって調理室扉７
が手前側に引かれると、調理室１１が開く。調理室扉７は、後述する調理室１１内及び調
理室扉７自身の清掃、メンテナンス等のために、着脱可能である。調理室扉７の右側にも
、操作部６が設けられる。なお、調理室扉７及び後述する調理室１１は、筐体２の中央、
右側等に寄せて設けられてもよい。また、操作部６は、筐体２の左右両側に設けられても
よく、また、筐体２の左側に寄せて設けられてもよい。また、筐体２の前面側に、操作部
６が設けられなくてもよい。
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【００２６】
　吸排気口カバー５は、通気性を有する。冷却風として吸気される気流、冷却風として排
気される気流、後述する調理室１１から排気される気流等が、吸排気口カバー５をスムー
スに通過する。
【００２７】
　図２は、本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、トッププレート４と吸排気口カバ
ー５とが取り外された状態での、本体１の斜視図である。
【００２８】
　図２に示されるように、筐体上面３の背面側の左側に、筐体排気口１３が形成される。
筐体上面３の背面側の右側に、筐体吸気口１４が形成される。通常の使用状態においては
、筐体排気口１３及び筐体吸気口１４は、吸排気口カバー５で覆われている。筐体排気口
１３は、冷却風排気風路１５に接続される。筐体排気口１３を介して冷却風が排気される
。冷却風排気風路１５内に、調理室排気風路１０が形成され、後述する調理室１１内の空
気も、筐体排気口１３を介して排気される。調理室排気風路１０は、本発明の「第１排出
風路」に相当する。
【００２９】
　トッププレート４の前面側左右の載置部８の下方に、誘導加熱コイルユニット１８が設
けられる。トッププレート４の背面側中央の載置部８の下方にラジエントヒータ１７が設
けられる。誘導加熱コイルユニット１８及びラジエントヒータ１７は、トッププレート４
の載置部８上に載置される被加熱物の加熱に使用される。誘導加熱コイルユニット１８及
びラジエントヒータ１７は、本発明の「第３加熱手段」に相当する。
【００３０】
　誘導加熱コイルユニット１８及びラジエントヒータ１７は、相互に置き換えられてもよ
い。
【００３１】
　筐体２内の誘導加熱コイルユニット１８及びラジエントヒータ１７と比較して下側の左
側には、調理室収納部１９が配置される。調理室収納部１９の内部には、後述する調理室
１１が配置される。調理室収納部１９と調理室１１との間には、通風可能な隙間が設けら
れ、空気層によって断熱が行われる。
【００３２】
　調理室収納部１９の右側に、コントロールユニット２９が配置される。コントロールユ
ニット２９には、加熱調理器の本体１全体の動作を司る電子回路基板が実装される。コン
トロールユニット２９の電子回路基板は、例えば、マイクロプロセッサユニット等で構成
されてもよく、また、ファームウェア等の更新可能なもので構成されてもよく、また、Ｃ
ＰＵ等からの指令によって実行されるプログラムモジュール等であってもよい。コントロ
ールユニット２９は、本発明の「制御手段」に相当する。
【００３３】
　コントロールユニット２９に、筐体吸気口１４の下方に接続されるように、吸込口１０
１が形成される。筐体２外の空気が、コントロールユニット２９内の後述する冷却ファン
３７の吸引及び送出によって、冷却風として、筐体吸気口１４から筐体２内に吸い込まれ
、吸込口１０１を介してコントロールユニット２９内に流入して、コントロールユニット
２９内の電子回路基板の部品等を冷却し、コントロールユニット２９に形成された後述す
る複数のユニット排気口３８を介してコントロールユニット２９外に排出される。吸込口
１０１からコントロールユニット２９内に流入した冷却風が通過する風路は、本発明の「
第２排出風路」に相当する。吸込口１０１からコントロールユニット２９内に流入した冷
却風が通過する風路、冷却ファン３７等は、それぞれ、本発明の「第２送風手段」の一部
に相当する。
【００３４】
　コントロールユニット２９外に排出された冷却風の多くは、コントロールユニット２９
の上方に設けられた右側の誘導加熱コイルユニット１８を冷却した後、調理室収納部１９
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の上方に形成された冷却風路３１に導風され、調理室収納部１９の上方に設けられた左側
の誘導加熱コイルユニット１８を冷却した後、調理室収納部１９の上面に設けられた排気
風路流入口１６を介して冷却風排気風路１５に流入し、筐体２外へ排出される。
【００３５】
　図３は、本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、筐体上面３とトッププレート４と
吸排気口カバー５と誘導加熱コイルユニット１８とラジエントヒータ１７とが取り外され
た状態での、本体１の斜視図である。
【００３６】
　図３に示されるように、コントロールユニット２９の上面に、複数のユニット排気口３
８が形成される。後述するように、コントロールユニット２９の側面にも、ユニット排気
口３８が形成される。冷却風路３１は、コントロールユニット２９の複数のユニット排気
口３８から排出された冷却風を導風するようにコントロールユニット２９に接合される。
冷却風路３１を通過する冷却風は、誘導加熱コイルユニット１８に実装される加熱コイル
、フェライト等を冷却できるように、冷却風路３１の上面に形成された開口から誘導加熱
コイルユニット１８の底面に向かって噴きつけられる。
【００３７】
　図４は、本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、筐体上面３とトッププレート４と
吸排気口カバー５と誘導加熱コイルユニット１８とラジエントヒータ１７とコントロール
ユニット２９と冷却風路３１とが取り外された状態での、本体１の斜視図である。なお、
図４は、本体１を後方右側斜め上方から斜視した状態を示している。
【００３８】
　図４に示されるように、調理室収納部１９の側面に、収納部通風口３６が形成される。
収納部通風口３６は、コントロールユニット２９の側面に形成されたユニット排気口３８
に通風可能に接続される。
【００３９】
　図５は、本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、コントロールユニット２９の斜視
図である。
【００４０】
　図５に示されるように、コントロールユニット２９の背面側の垂直部に、筐体吸気口１
４の下方に接続される吸込口１０１が形成される。コントロールユニット２９の内部に、
冷却ファン３７が設けられ、吸込口１０１から吸引された空気を冷却風として送出する。
冷却ファン３７から送出された冷却風は、コントロールユニット２９の上面及び側面に形
成されたユニット排気口３８から送出される。
【００４１】
　図６は、本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、コントロールユニット２９の側面
断面図である。
【００４２】
　図６に示されるように、吸込口１０１から吸引され、冷却ファン３７から送出された冷
却風の一部は、直接上面のユニット排気口３８から送出され、残りは、コントロールユニ
ット２９内の電子回路基板に実装された誘導加熱コイルの駆動回路等の回路部品、コント
ロールユニット２９内の電子回路基板に実装された回路部品等の冷却効率を向上するため
の放熱フィン等を冷却した後、コントロールユニット２９の上方及び側面に形成されたユ
ニット排気口３８から排出される。
【００４３】
　図７は、本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、調理室１１全体の斜視図である。
　図８は、本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、調理室上外郭２５とその付帯部品
とを取り外した状態での、調理室１１の斜視図である。なお、図８は、調理室１１を後方
左側斜め上方から斜視した状態を示している。
【００４４】
　図７及び図８に示されるように、調理室１１には調理室扉７の開閉を規制するロック機
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構１０２が設けられる。操作部６が操作されて、調理室１１が加熱調理動作中になってい
る場合、及び、調理室１１が加熱調理を終了又は停止した状態で且つ所定条件に該当する
場合（調理室１１内の温度が所定温度以上である場合、後述する遠心ファン２２が慣性に
よって回転動作中である場合等）には、コントロールユニット２９は、調理室扉７が開か
れることをロック機構１０２によって規制する。
【００４５】
　また、調理室１１又は調理室扉７に、調理室扉７の開閉を検知する開閉検知手段１０３
が設けられる。開閉検知手段１０３によって、調理室扉７が開いていることが検知されて
いる状態で、操作部６の操作によって、調理室１１の加熱調理開始が入力された場合には
、コントロールユニット２９は、調理室１１の加熱調理開始を行わず、表示部９に、調理
室扉７が開いているため、調理室１１の加熱調理開始を行えないことを報知する表示、及
び、調理室扉７を閉めることを促す表示を表示させる。
【００４６】
　また、操作部６操作によって、調理室１１が加熱調理動作中になっている状態で、開閉
検知手段１０３によって、調理室扉７が開いていることが検知された場合には、コントロ
ールユニット２９は、調理室１１の加熱調理を停止し、表示部９に、調理室扉７が開いた
ため、調理室１１の加熱調理を停止したことを報知する表示を表示させる。
【００４７】
　また、加熱調理動作中に、ロック機構１０２に損傷、故障等が生じて、調理室扉７が開
いてしまった場合には、コントロールユニット２９は、上方加熱手段２３の加熱動作、循
環風加熱手段４９の加熱動作、及び、後述する遠心ファン２２の回転動作を停止させ、調
理室１１の調理室扉７が開閉する開口から、熱が放射されること及び熱風が漏れることを
抑制する。
【００４８】
　開閉検知手段１０３は、磁石と磁気検知センサを利用して、調理室扉７の開閉を検知す
る。調理室扉７内に磁石が内蔵され、調理室扉７がスライドして閉じた時に、本体１側に
設けられた磁気検知センサが、磁石の磁気を検知して、調理室扉７が閉まっていることを
検知する。なお、開閉検知手段１０３は、光、超音波、電波等の反射、遮断等を検知する
非接触式の他の検知手段であってもよく、また、メカニカルスイッチ等の接触式の検知手
段であってもよい。
【００４９】
　調理室１１の後面と、調理室１１の後面部に設けられた風路部材の内面と、で吹出風路
２０が形成される。吹出風路２０には、調理室排気風路１０が接続される。吹出風路２０
の背面には、電動機２１が設けられ、電動機２１の回転軸は、吹出風路２０内の後述する
遠心ファン２２に接続される。電動機２１は、調理室１１の加熱調理動作時に、コントロ
ールユニット２９によって、回転の有無、回転数等が制御される。電動機２１は、ＤＣモ
ーター、誘導モーター等である。電動機２１は、その仕様と、その動作環境、その回転軸
の軸受け寿命等と、の兼ね合いに応じて、冷却される。そのような場合には、電動機２１
の回転軸に、冷却用のファンが設けられるとよい。吹出風路２０、電動機２１、及び、遠
心ファン２２等は、それぞれ、本発明の「第１送風手段」の一部に相当する。
【００５０】
　吹出風路２０内の背面側に、循環風加熱手段４９が設けられる。循環風加熱手段４９の
端子は、吹出風路２０外に突出し、コントロールユニット２９内の電子回路基板に接続さ
れ、コントロールユニット２９によって、発熱の有無、発熱量等が制御される。循環風加
熱手段４９は、本発明の「第１加熱手段」に相当する。
【００５１】
　また、調理室１１内の上方に、上方加熱手段２３が設けられる。上方加熱手段２３の端
子は、調理室１１外に突出し、コントロールユニット２９内の電子回路基板に接続され、
コントロールユニット２９によって、発熱の有無、発熱量等が制御される。上方加熱手段
２３は、本発明の「第２加熱手段」に相当する。
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【００５２】
　また、調理室１１内に、後述するスライド機構３０のカバー３９が設けられる。カバー
３９は、後述するスライド機構３０の調理室１１外に突出する部分を覆う。カバー３９内
に、後述するスライド機構３０の可動側を、カバー３９側に付勢する磁石が収納される。
【００５３】
　調理室天井面３５は、調理室上外郭２５の下方に位置する。調理室天井面３５に、調理
室吸込口１２が形成される。また、調理室天井面３５に、風路開口４７が形成される。ま
た、調理室天井面３５の調理室吸込口１２及び風路開口４７の上方に、風路部材Ａ４５が
設けられる。調理室天井面３５と風路部材Ａ４５とによって、調理室吸込口１２から吸い
込まれた調理室１１内の空気を、風路開口４７に流入させる風路が形成される。調理室吸
込口１２は、本発明の「吸込口」に相当する。
【００５４】
　調理室扉７の前面部の調理室１１側に、気密部材３３が設けられる。調理室扉７が閉め
られると、調理室１１の前面開口の外周に気密部材３３が接触して、調理室１１の前面開
口と調理室扉７との隙間から、調理室１１内の空気が漏れることが抑制される。
【００５５】
　図９は、本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、調理室上外郭２５と風路部材Ａ４
５とカバー３９と吹出風路２０とそれらの付帯部品とを取り外した状態での、調理室１１
の斜視図である。なお、図９は、調理室１１を後方左側斜め上方から斜視した状態を示し
ている。
【００５６】
　図９に示されるように、調理室吸込口１２の上側近傍に、触媒体３４が設けられる。触
媒体３４には、Ｐｄ、Ｐｔ、Ｍｎのいずれかを含む酸化触媒が添着される。触媒体３４が
、上方加熱手段２３の上方に設けられていない場合でも、触媒体３４は、調理室吸込口１
２から流入する高温空気によって触媒活性を得ることができるため、調理室吸込口１２か
ら流入する高温空気が触媒体３４を通過すると、触媒体３４に油煙、臭気成分等の物質が
吸着されて酸化分解され、その高温空気が浄化される。
【００５７】
　触媒体３４が、上方加熱手段２３の上方に設けられることで、上方加熱手段２３によっ
て、調理室吸込口１２から流入する高温空気が更に高温となり、触媒体３４における汚染
物の分解に係る化学反応速度が速まって、更に多くの汚染物質が除去され、調理室１１外
に排出される空気の清浄度が高まる。
【００５８】
　また、触媒体３４が、上方加熱手段２３からの放射が直接到達する位置に設けられるこ
とで、触媒体３４の温度が更に高温となり、触媒体３４における汚染物の分解に係る化学
反応速度が速まって、更に多くの汚染物質が除去され、調理室１１外に排出される空気の
清浄度が高まる。
【００５９】
　また、触媒体３４を通過した空気が、吹出風路２０に流入し、再び調理室１１内に吹き
出されるため、触媒体３４における汚染物の分解に伴って発生する反応熱で調理室１１内
に吹き出される空気を加熱することができ、循環風加熱手段４９及び上方加熱手段２３の
入力が抑制され、エネルギー消費が低減され、また、加熱効率が向上される。
【００６０】
　調理室１１の後面部の前側に、風路部材Ｂ４６が設けられる。風路部材Ｂ４６によって
風路開口４７が形成される。調理室１１の後面部に、送風手段吸込口４２が形成される。
風路開口４７を介して風路部材Ｂ４６内に流入した調理室１１外の空気は、送風手段吸込
口４２を介して吹出風路２０に流入する。
【００６１】
　調理室１１の後面部に、吹出口２８が形成される。吹出口２８は、複数の長方形の開口
である。吹出口２８は、円形の開口であってもよい。吹出口２８は、１つの開口であって
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もよい。調理室１１の後面部に、吹出口２８を囲うように導風部材４８が設けられる。吹
出口２８は、本発明の「吹出口」に相当する。導風部材４８の上部及び下部は、本発明の
「調理室外に向かって突出する突出部」に相当する。
【００６２】
　導風部材４８によって、主に、吹出口２８に流入する気流の上下方向の角度が制御され
る。調理室１１の壁面は、高温（例えば２５０℃以上）になるため、耐熱性のある金属、
セラミックス等で形成される。また、導風部材４８も、金属、セラミックス等で形成され
る。導風部材４８は、通過する気流の直交方向における断面形状が、角部を有する形状と
されることで、高温となる場合の熱応力によって生じる歪、変形等が軽減される。また、
導風部材４８の素材として、調理室１１の壁面を構成する素材と線膨張係数が同一または
近似する素材が用いられることで、接合時の熱応力によって生じる歪、変形等が軽減され
る。調理室１１の壁面と導風部材４８とは、スポット溶接等の溶接、カシメ等の、高温に
耐え得る接合方法によって接合される。
【００６３】
　また、スライド機構３０の背面側端部が、調理室１１の後面部に形成された開口から突
出する。スライド機構３０の固定側は、調理室１１の左右の壁面に固定される。スライド
機構３０の可動側は、スライド機構３０の固定側に直線移動自在に保持され、前面側端部
は、調理室扉７を支持する。
【００６４】
　スライド機構３０の可動側と固定側の背面側端部には、それぞれ磁石が設けられる。磁
石間の引力によって、調理室扉７が閉状態近傍において、調理室扉７が閉方向に付勢され
る。そのように構成されることで、調理室扉７が調理室１１の壁面に密着され、調理室１
１の気密性が向上される。また、後述する流入口５０と吹出口２８とが近接又は当接され
、吹出口２８から吹き出された熱風を、流入口５０に漏れ少なく流入させることができ、
加熱効率が向上される。
【００６５】
　なお、調理室扉７が、磁力によって閉方向に付勢されるのではなく、他の付勢手段によ
って付勢されてもよい。例えば、調理室扉７が、開かれた状態において、バネ等の弾性体
を変形させ、閉じられる際に、その反力で閉方向に付勢されてもよい。
【００６６】
　図１０は、本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、付帯部品と共に調理室１１から
引き出して取り外された状態での、調理室扉７の斜視図である。なお、図１０は、調理室
扉７を後方左側斜め上方から斜視した状態を示している。
【００６７】
　図１０に示されるように、調理室扉７の両側に、スライド機構３０の可動側が設けられ
、その背面端には調理室扉７の付勢手段として機能する磁石が設けられる。スライド機構
３０の可動側の間に、保持部４１が設けられ、その保持部４１によって概ね位置決めされ
た位置に受皿２４が保持される。調理皿２６は受皿２４に係合され、保持される。
【００６８】
　受皿２４には、凹部１０４が形成される。受皿２４は、凹部１０４の外側に形成された
整流部５１が吹出口２８に近くなる向きで、調理室１１内に配置される。調理皿２６には
、複数の凸部１０５が形成される。調理皿２６は、複数の凸部１０５の配列方向における
断面形状が波状である。調理皿２６は、調理室１１内に、複数の凸部１０５の配列方向が
、吹出口２８から吹き出される気流の方向に沿い、且つ、複数の凸部１０５の外側に形成
された整流部５１が吹出口２８に近くなる向きで、調理室１１内に配置される。
【００６９】
　調理皿２６と受皿２４とが係合されると、調理皿２６の整流部５１の下面と、受皿２４
の整流部５１の上面とで、背面側に向かって開口する流入口５０が形成される。流入口５
０から流入した気流は、整流部５１を通過して、調理皿２６の下面と受皿２４の凹部１０
４の底面との隙間が形成する空間１０６に流入し、複数の調理皿開口２７から吹き出され
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る。調理皿開口２７は、本発明の「開口」に相当する。
【００７０】
　受皿２４及び調理皿２６は、耐熱性のある金属で構成され、プレス加工、ダイキャスト
等で成形される。調理皿２６がアルミ等の熱伝導率の高い金属素材である場合には、熱が
拡散され、温度ムラが軽減される。受皿２４及び調理皿２６の表面が、シロキサン結合を
持つ三次元架橋マトリックス構造のセラミックコーティング被膜によって被覆されること
で、表面の非粘着が向上され、防汚性及び清掃性が向上される。また、汎用的に用いられ
るフッ素樹脂コーティング被膜（ＰＴＦＥ）によって被覆される場合には、耐熱性が低く
、２６０℃以下に調理温度が制約されるが、セラミックコーティング被膜によって被覆さ
れる場合には、耐熱性が向上され、調理温度が４５０℃まで向上されるため、多様な被加
熱物を加熱料理することが可能となる。２６０℃以下に調理温度が制約されてもよい場合
には、受皿２４及び調理皿２６が、フッ素樹脂コーティング（ＰＴＦＥ）被膜によって被
覆されてもよい。そのような場合でも、防汚性及び清掃性が向上される。
【００７１】
　調理室扉７の前面部に、透過部が設けられ、調理室１１内が目視できるようにされても
よい。また、調理室扉７又は透過部が断熱構造とされて、加熱効率が向上されてもよい。
そのような場合には、ユーザーの安全性が向上される。
【００７２】
　調理室扉７がスライド機構３０と着脱自在に係合されてもよい。そのような場合には、
調理室扉７を取り外して、洗浄することが可能となり、メンテナンス性が向上される。
【００７３】
　図１１は、本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、調理室上外郭２５と風路部材Ａ
４５と調理室天井面３５と調理室扉７とそれらの付帯部品とを取り外した状態での、調理
室１１の斜視図である。
【００７４】
　図１１に示されるように、調理室１１の上方に、上方加熱手段２３が設けられる。上方
加熱手段２３として抵抗発熱体であるシーズヒータが用いられる。シーズヒータに換えて
、遠赤外線ヒータ、近赤外性ヒータ、カーボンヒータ等のガラス管ヒータ等が用いられて
もよい。また、調理室１１の天井にフラットヒータ、誘導加熱コイル等が埋設され、加熱
された調理室１１の天井からの発熱によって、被加熱物が加熱されてもよい。そのような
場合には、上方加熱手段２３が調理室１１内に突出せず、調理室１１内の調理に有効な高
さ寸法を長くすることができる。つまり、上方加熱手段２３は、調理室１１内の被加熱物
を、上方から、放射、空気を介した熱伝達等によって加熱できる手段であれば、これに限
るものではない。
【００７５】
　調理室１１の両側面に、スライド機構３０が配置される。調理室扉７の開閉に伴って、
スライド機構３０の可動側が調理室１１外に引き出され、保持部４１に支持される受皿２
４及び調理皿２６と、調理皿２６の複数の凸部１０５の頂部に載置される被加熱物と、が
一体的にスライドして、調理室１１外に取り出される。このように構成されることで、被
加熱物の載置、搬出、搬入、受皿２４及び調理皿２６の着脱等が容易になり、調理の作業
性、メンテナンス性、清掃性等が向上される。
【００７６】
　調理室１１内に、調理室１１内の空気、その空気と接触する部材、被加熱物等の温度を
検知する調理室温度検知手段３２が設けられる。調理室温度検知手段３２には、白金測温
抵抗体、サーミスタ、熱電対等が用いられる。調理室温度検知手段３２の検知結果は、コ
ントロールユニット２９内の電子回路基板に出力され、表示部９に表示される。また、コ
ントロールユニット２９は、調理室温度検知手段３２の検知結果と、操作部６の操作等に
よって設定された調理メニュー、加熱条件等と、に応じて、上方加熱手段２３、循環風加
熱手段４９、電動機２１等の出力、動作等を制御する。コントロールユニット２９は、調
理ソフト等を用いてその制御を行う。このように構成されることで、調理室１１及び調理
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皿２６の温度が、調理皿２６に載置される被加熱物、調理工程等に応じた適切な温度に制
御される。調理室温度検知手段３２は、本発明の「温度検知手段」に相当する。
【００７７】
　調理室温度検知手段３２は、必要に応じて複数設けられてもよい。また、調理室温度検
知手段３２は、調理室１１の側面以外の天井、底面等に設けられてもよい。また、調理室
温度検知手段３２は、受皿２４、調理皿２６、調理室１１内の空気と接触する他の部材等
に設けられてもよく、それらの温度を直接検知してもよい。また、調理室温度検知手段３
２は、被加熱物から放射される赤外線量を検出して被加熱物の表面温度を検知するもので
あってもよい。
【００７８】
　調理室１１内の後方に、送風手段吸込口４２が設けられる。調理室１１内の背面と、風
路部材Ｂ４６の内面と、によって、吹出風路２０に接続される風路が形成され、調理室天
井面３５に形成された風路開口４７を介して調理室１１内の空気が吸引される。
【００７９】
　調理室１１の側面には、断熱層４０が形成される。調理室１１の上面及び底面にも、断
熱層４０が形成される。断熱層４０は、調理室１１からの熱漏洩を抑制して、調理室１１
内の加熱効率を向上する。また、断熱層４０は、熱漏洩によって周囲に配置される部品が
温度上昇することを抑制して、調理室１１の冷却効率を向上する。断熱層４０には、空気
が満たされる。また、断熱層４０が、必要な量のグラスウール、真空断熱材等の断熱材が
挿入された断熱層であってもよい。そのような場合には、調理室１１の断熱性能が向上さ
れ、また、調理室１１内の加熱効率、調理室１１の冷却効率等が向上される。
【００８０】
　図１２は、本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、吹出風路２０とその付帯部品の
斜視図である。
【００８１】
　図１２に示されるように、吹出風路２０の内部に、遠心ファン２２が設けられる。遠心
ファン２２は、吹出風路２０の後方に配置された電動機２１の回転軸に固定され、電動機
２１の動作によって回転する。遠心ファン２２は、吸引した空気を回転中心から外周部に
向かって送出するラジアルファンである。遠心ファン２２が、ターボファン、シロッコフ
ァン等であってもよい。
【００８２】
　吹出風路２０の背面側に、調理室排気風路１０が接続される開口部が形成される。調理
室１１外の空気の一部は、吹出風路２０から調理室排気風路１０に流入し、調理室排気風
路１０の背面側垂直部の上端開口から筐体２外へ排出される。筐体２外へ排出される風量
は、調理室排気風路１０の流路断面積等によって適切な風量となるように調整される。調
理室１１内の空気が適切な風量で筐体２外に排出されることで、調理室１１内の加熱調理
の良好な調理効果、調理仕上がり等が得られる。また、調理室１１内の加熱効率が、不要
に低下することが抑制される。
【００８３】
　遠心ファン２２の外側に、循環風加熱手段４９が設けられる。循環風加熱手段４９は、
遠心ファン２２から送出された空気を加熱する。循環風加熱手段４９は、シーズヒータで
ある。循環風加熱手段４９として、セラミックヒータ、ニクロム線ヒータ、ハロゲンラン
プヒータ、カーボンヒータ等のガラス管ヒータが用いられてもよい。
【００８４】
　吹出風路２０を形成する風路部材に、吹出風路２０内の空気、その空気と接触する部材
等の温度を検知する送風手段温度検知手段４４が設けられる。送風手段温度検知手段４４
は、熱電対、サーミスタ等の耐熱性を有する温度検知素子である。送風手段温度検知手段
４４の検知結果は、コントロールユニット２９内の電子回路基板に出力される。コントロ
ールユニット２９は、送風手段温度検知手段４４の検知結果と、操作部６の操作等によっ
て設定された調理メニュー、加熱条件等と、に応じて、上方加熱手段２３、循環風加熱手
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段４９、電動機２１等の出力、動作等を制御する。コントロールユニット２９は、調理ソ
フト等を用いてその制御を行う。このように構成されることで、調理室１１及び調理皿２
６の温度が、調理皿２６に載置される被加熱物、調理工程等に応じた適切な温度に制御さ
れる。また、電動機２１の故障等によって、遠心ファン２２の送風が停止して、吹出風路
２０内の空気の温度が危険を伴う温度となった場に、上方加熱手段２３及び循環風加熱手
段４９への通電を中止して、調理動作を停止させることができ、製品の安全性が向上され
る。送風手段温度検知手段４４は、本発明の「温度検知手段」に相当する。
【００８５】
　送風手段温度検知手段４４は、必要に応じて複数設けられてもよい。また、送風手段温
度検知手段４４は、吹出風路２０の側面以外の天井、底面等に設けられてもよい。また、
送風手段温度検知手段４４は、吹出風路２０内の空気と接触する他の部材等に配置されて
もよく、それらの温度を直接検知してもよい。
【００８６】
　調理室温度検知手段３２及び送風手段温度検知手段４４のうちのいずれか一方のみが設
けられていてもよい。調理室温度検知手段３２のみが設けられる場合には、調理室温度検
知手段３２の検知温度と、電動機２１の回転数の設定値又は測定値と、上方加熱手段２３
及び循環風加熱手段４９の発熱量の設定値と、に基づいて、吹出風路２０内の空気又はそ
の空気と接触する部材の温度を推定すればよい。また、送風手段温度検知手段４４のみが
設けられる場合には、送風手段温度検知手段４４の検知温度と、電動機２１の回転数の設
定値又は測定値と、上方加熱手段２３及び循環風加熱手段４９の発熱量の設定値と、に基
づいて、調理室１１内の空気又はその空気と接触する部材の温度を推定すればよい。被加
熱物の種類、大きさ等の情報が自動で取得される、又は、ユーザーによって入力されるよ
うな構成とし、上述の推定がその情報によって高精度化されてもよい。
【００８７】
　図１３は、本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、係合された状態での、受皿２４
及び調理皿２６の斜視図及び断面図である。なお、図１３（ａ）は、受皿２４及び調理皿
２６を後方左側斜め上方から斜視した状態を示している。図１３（ｂ）は、図１３（ａ）
におけるＡ－Ａ線での断面図である。図１３（ｃ）は、図１３（ａ）におけるＢ－Ｂ線で
の断面図である。図１３（ｄ）は、図１３（ａ）におけるＣ－Ｃ線での断面図である。
【００８８】
　図１３に示されるように、調理皿２６には、流入口５０と概ね平行な方向に延びる複数
の凸部１０５が、概ね平行に形成される。複数の凸部１０５の頂部に、被加熱物が載置さ
れる。複数の凸部１０５間に、斜面、傾斜曲面等からなる複数のすり鉢状の凹部１０７が
形成される。すり鉢状の凹部１０７の底部に調理皿開口２７が形成される。そのように構
成されることで、被加熱物が肉、魚等の食材である場合に、調理に伴って被加熱物から滴
下する油分、汁気等が滞留されることなく、調理皿開口２７に集められ、受皿２４の凹部
１０４へ排出されるため、煙、臭気等の発生が抑制される。また、被加熱物側に跳ねる等
によって被加熱物に油分、汁気等が再付着することが抑制されるため、被加熱物表面のベ
タツキが抑制され、パリッとさせる調理効果、調理仕上がりを得ることができる。
【００８９】
　調理皿開口２７は、加熱ムラを軽減するために千鳥状に配置される。つまり、流入口５
０と概ね垂直な直線上において、その直線上に調理皿開口２７が形成されるすり鉢状の凹
部１０７と、その直線上に調理皿開口２７が形成されないすり鉢状の凹部１０７と、が交
互に形成される。
【００９０】
　複数の凸部１０５の間隔は、５ｍｍ以上である。また、すり鉢状の凹部１０７を形成す
る平面又は曲面の接合部は、曲面で連結される。このように構成されることで、複数の凸
部１０５間の隅々に、清掃用のスポンジ等が容易に挿入され、また、複数の凸部１０５間
に汚れが溜まりにくくなるため、清掃性、メンテナンス性等が向上される。
【００９１】
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　複数の凸部１０５は、流入口５０と概ね平行な方向に延びなくてもよく、流入口５０と
概ね垂直な方向又はそれ以外の方向に延びなくてもよい。
【００９２】
　調理室１１内に配置された状態において、受皿２４の凹部１０４の底面は、流入口５０
に概ね沿う方向において、中央が高く、外側が低い、傾斜面である。傾斜部を有する受皿
２４が、調理室１１内に水平に配置されてもよく、また、傾斜部を有しない受皿２４が調
理室１１内に斜めに配置されてもよい。このように構成されることで、複数の調理皿開口
２７を介して回収された油分、汁気等が、重力によって受皿２４の凹部１０４の外側に流
れて、受皿２４の凹部１０４の中央で加熱されることが抑制され、煙、臭気等の発生が抑
制される。
【００９３】
　また、調理室１１内に配置された状態において、受皿２４の凹部１０４の底面は、流入
口５０に近い側が高く、流入口５０から遠い側が低い、傾斜面である。傾斜部を有する受
皿２４が、調理室１１内に水平に配置されてもよく、また、傾斜部を有しない受皿２４が
調理室１１内に斜めに配置されてもよい。このように構成されることで、複数の調理皿開
口２７を介して回収された油分、汁気等が、重力によって流れて、流入口５０から遠い領
域に滞留されることとなり、流入口５０からの熱風によって油分、汁気等が加熱されるこ
とが抑制され、煙、臭気等の発生が抑制される。
【００９４】
　流入口５０と空間１０６との間に形成された整流部５１は、流入口５０からの熱風が、
受皿２４の凹部１０４の底面に直接到達しないように整流する。このように構成されるこ
とで、受皿２４の凹部１０４の底面の温度が上昇することが抑制され、煙、臭気等が発生
することが抑制される。
【００９５】
　図１４は、本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、係合されていない状態での、受
皿２４及び調理皿２６の斜視図である。なお、図１４は、受皿２４及び調理皿２６を後方
左側斜め上方から斜視した状態を示している。
【００９６】
　図１４に示されるように、受皿２４の凹部１０４の外側には、フランジ部１０８が形成
される。調理皿２６の複数の凸部１０５が形成される領域の外側には、フランジ部１０９
が形成される。受皿２４と調理皿２６とが、受皿２４のフランジ部１０８と調理皿２６の
フランジ部１０９とが重なるように係合される。
【００９７】
　受皿２４のフランジ部１０８の、吹出口２８に近い側の一部が、他の領域と比較し低く
、その低い領域は、整流部５１となる。また、調理皿２６のフランジ部１０９の、吹出口
２８に近い側の一部が、整流部５１となる。
【００９８】
　つまり、受皿２４と調理皿２６とが係合されると、受皿２４の凹部１０４の底面と調理
皿２６の下面との隙間が形成する空間１０６は、その外周のうちの、吹出口２８に近い側
の少なくとも一部の領域が、整流部５１及び流入口５０を形成するように開かれ、他の領
域が塞がれた状態になる。このように構成されることで、空間１０６の気密性が向上され
、流入口５０から空間１０６に流入する熱風が調理皿開口２７から漏れ少なく吹き出され
ることとなり、被加熱物の加熱効率が向上される。
【００９９】
　図１５は、本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、調理室１１の正面断面図である
。
　図１６は、本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、本体１の側面断面図である。
【０１００】
　図１５及び図１６に示されるように、吹出口２８は、受皿２４の凹部１０４の底面と調
理皿２６の下面との隙間が形成する空間１０６の外周部（側面）の一部と対向する。つま
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り、吹出口２８は、調理室１１内の、調理皿２６の吹出口２８に近い側の端部及び受皿２
４の吹出口２８に近い側の端部と対向する側壁に形成され、その高さ方向の位置が、調理
皿２６の吹出口２８に近い側の端部と受皿２４の吹出口２８に近い側の端部とで形成され
る隙間の上下端の範囲内である。
【０１０１】
　なお、吹出口２８は、受皿２４の凹部１０４の底面と調理皿２６の下面との隙間が形成
する空間１０６の外周部の一部と、重力方向と垂直な水平方向から対向してもよく、また
、下方から対向してもよい。また、吹出口２８は、受皿２４の凹部１０４の底面と調理皿
２６の下面との隙間が形成する空間１０６の外周部の一部と、必ずしも平行に対向しなく
てもよい。
【０１０２】
　吹出口２８の上端は、調理皿２６に形成された調理皿開口２７と比較して下側にある。
このように構成されることで、吹出口２８から空間１０６に流入する熱風が、障害無く調
理皿開口２７に到達することができ、圧力損失が低減され、送風効率が向上される。
【０１０３】
　調理室１１の側面と同様に、上面及び底面にも断熱層４０が形成される。風路部材Ａ４
５は、調理室天井面３５と調理室上外郭２５との間に形成された断熱層４０に設けられる
。このように構成されることで、風路部材Ａ４５内を通過する調理室１１外の空気が、調
理室１１の上方に漏洩する熱を回収することとなり、調理室１１内の加熱効率が向上され
る。
【０１０４】
　また、調理室１１の外壁と調理室収納部１９との間にも、断熱層４０が形成される。調
理室収納部１９の壁面に収納部通風口３６が形成されているため、調理室１１から調理室
収納部１９内へ漏洩する熱によって加熱される断熱層４０の空気は、収納部通風口３６か
ら断熱層４０に流入する気流によって冷却風排気風路１５から筐体２外に排気される。こ
のように構成されることで、調理室収納部１９外への熱漏洩が抑制されて、調理室収納部
１９の周囲に設けられる部品の温度上昇が抑制されるため、その部品の冷却効率が向上さ
れる。また、吹出口２８から流入する気流の圧力が変動したり、加熱調理中に被加熱物で
水蒸気爆発、揮発等が生じたりして、調理室１１内の圧力が高まった場合に、調理室１１
の壁面の接合部等から油煙、炭化物等が漏れ、調理室収納部１９内に油分、汚れ等が付着
することとなって、故障、発煙等が生じる要因となるが、断熱層４０の空気が換気される
ため、油煙、炭化物等の汚染物の排気によって、調理室収納部１９内の汚れの堆積が抑制
されることとなり、故障、発煙等が生じることが抑制される。
【０１０５】
　調理室１１の後面部に、吹出口２８を囲うように導風部材４８が設けられる。導風部材
４８は、その上部及び下部が、平行である。導風部材４８は、重力方向と垂直な水平方向
に向かって、又は、水平方向から３０°以下の角度だけ下方傾斜する方向に向かって突出
する。このように構成されることで、受皿２４の凹部１０４の底面の加熱が抑制されて、
臭気成分、煙等の発生が抑制されるとともに、調理皿２６の加熱効率が向上される。導風
部材４８は、その上部の内面及び下部の内面が、吹出口２８の上端及び下端と概ね面一に
なるように取り付けられる。導風部材４８の下部の内面と受皿２４に形成された整流部５
１の上面とが、概ね面一で、且つ、概ね同一の傾きである場合には、導風効果及び整流効
果が更に向上される。
【０１０６】
　なお、導風部材４８が、吹出口２８から調理室１１外に突出し、且つ、吹出口２８から
調理室１１内に突出するものであってもよい。そのような場合には、受皿２４及び調理皿
２６が、調理室１１内に配置された状態において、導風部材４８の調理室１１内に突出す
る側の先端が、流入口５０又は整流部５１の内側に挿入されてもよい。
【０１０７】
　吹出口２８の下端は、吹出風路２０の下端と比較して上側に位置する。つまり、吹出風
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路２０と吹出口２８とは、段差を介して接続される。このように構成されることで、その
段差が、上方に設けられた遠心ファン２２によって生じる気流の乱れを軽減するチャンバ
として機能することとなり、吹出口２８から吹き出される気流の整流が更に促進される。
【０１０８】
　調理室吸込口１２は、調理室１１の調理室天井面３５に形成される。そのように構成さ
れることで、複数の調理皿開口２７からの気流の吹き出し方向が、重力方向と垂直な鉛直
方向に近づき、調理皿２６上に載置される被加熱物に垂直に近い状態で衝突することとな
って、衝突噴流熱伝達の効果を得ることができ、被加熱物の加熱効率が向上される。
【０１０９】
　また、調理室吸込口１２は、調理室天井面３５のうちの、調理室１１内の背面と調理室
扉７との間の寸法の１／５～４／５だけ、吹出口２８から前方に向かって離れた領域に形
成される。そのように構成されることで、複数の調理皿開口２７から吹き出される風量が
均一化される。また、複数の調理皿開口２７からの気流の吹き出し方向が、重力方向と垂
直な鉛直方向に更に近づき、調理皿２６上に載置される被加熱物に更に垂直に近い状態で
衝突することとなって、衝突噴流熱伝達の効果を更に得ることができ、被加熱物の加熱効
率が更に向上される。
【０１１０】
　図１７は、本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、システム構成の一例の概略図で
ある。
【０１１１】
　図１７に示されるように、コントロールユニット２９に、調理室１１における加熱動作
を制御する調理室加熱制御部１２１と、トッププレート４の前方右側に位置する載置部８
における加熱動作を制御する前方右側載置部加熱制御部１２２と、トッププレート４の前
方左側に位置する載置部８における加熱動作を制御する前方左側載置部加熱制御部１２３
と、トッププレート４の後方に位置する載置部８における加熱動作を制御する後方載置部
加熱制御部１２４と、経過時間、時刻等を計時する計時部１２５と、加熱動作の制御に使
用されるプログラム、閾値等の判定基準情報等を記憶する記憶部１２６と、が構成される
。記憶部１２６は、プログラム、判定基準情報等を、加熱条件、調理モード、調理メニュ
ー等と対応付けて記憶する。
【０１１２】
　調理室加熱制御部１２１に、記憶部１２６から、操作部６の操作によって設定された加
熱条件、調理モード、調理メニュー等に応じたプログラムを呼び出し、そのプログラムに
基づいて上方加熱手段２３の発熱量、循環風加熱手段４９の発熱量、電動機２１の回転数
等を制御する加熱動作制御部１３１と、記憶部１２６から、操作部６の操作によって設定
された等に応じた判定基準情報を呼び出し、調理室温度検知手段３２の検知温度、送風手
段温度検知手段４４の検知温度等が、判定基準情報と所定の条件を満たす関係となってい
るか否かを判定して、加熱動作制御部１３１に出力する温度判定部１３２と、記憶部１２
６から、操作部６の操作によって設定された加熱条件、調理モード、調理メニュー等に応
じた判定基準情報を呼び出し、電動機２１の回転数等が、判定基準情報と所定の条件を満
たす関係となっているか否かを判定して、加熱動作制御部１３１に出力する風量判定部１
３３と、が構成される。
【０１１３】
　表示部９に、加熱条件、調理モード、調理メニュー等が表示され、ユーザーは、表示部
９の表示を見ながら操作部６を操作して、加熱条件、調理モード、調理メニュー等を選択
、入力等する。タッチパネル等のような、表示部９と操作部６とが一体化されたものが用
いられてもよい。
【０１１４】
＜加熱調理器の動作＞
　実施の形態１に係る加熱調理器の動作について説明する。
　なお、以下では、一例として、調理室１１における加熱動作として、調理皿２６に直接
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載置された魚、肉等の食材を加熱する調理モードが選択された場合を説明する。
【０１１５】
　図１８は、本発明の実施の形態１に係る加熱調理器の、制御フローを示す図である。
【０１１６】
　図１８に示されるように、調理工程が開始されると、調理室加熱制御部１２１は、Ｓ１
０１において、上方加熱手段２３及び循環風加熱手段４９の発熱量を最大にし、且つ、電
動機２１を停止して、Ｓ１０２に進む。電動機２１が停止されることによって、調理室排
気風路１０からの排気が自然排気のみとなって最少になり、排気に伴う排熱が抑制される
こととなる。そのため、調理室１１内及び吹出風路２０内の昇温速度が速まる。また、吹
出口２８から充分に加熱されていない空気が吹き出されることによって被加熱物が乾燥す
ることが抑制される。
【０１１７】
　調理室加熱制御部１２１は、Ｓ１０２において、送風手段温度検知手段４４によって検
知される吹出風路２０内の空気の温度が、第１閾値Ｔ１（例えば１００℃）以上であるか
否かを判定し、第１閾値以上である場合には、Ｓ１０３に進んで、電動機２１の回転動作
を開始させ、Ｓ１０４に進む。第１閾値以上ではない場合は、Ｓ１０２を繰り返す。送風
手段温度検知手段４４は、吹出風路２０内の空気の温度を直接検知してもよく、また、そ
の空気と接触する部材の温度を検知して、吹出風路２０内の空気の温度を推定してもよい
。また、送風手段温度検知手段４４が、その空気と接触する部材の温度を検知し、その検
知された温度が、その部材の温度に換算された第１閾値Ｔ１と比較されてもよい。
【０１１８】
　Ｓ１０３において、電動機２１の回転動作が開始されると、吹出風路２０内の空気は、
導風部材４８によって水平方向又はそれから３０°以下だけ上方傾斜する方向に導風され
た後、吹出口２８から熱風として吹き出される。吹き出された熱風は、流入口５０から整
流部５１に流入して整流され、調理皿２６の下面と受皿２４の凹部１０４の底面との隙間
が形成する空間１０６に流入する。空間１０６から調理皿開口２７を介して吹き出された
気流は、調理皿２６の凸部１０５の頂部上に載置される被加熱物に当たる。被加熱物は、
その際の衝突噴流熱伝達熱によって加熱される。
【０１１９】
　吹出口２８から空間１０６に流入する熱風は、調理皿開口２７を通過する前後において
、上方加熱手段２３からの放射とともに調理皿２６を加熱する。そのため、被加熱物は、
調理皿２６からの熱伝導によっても加熱される。また、被加熱物の上面は、主に、上方加
熱手段２３からの放射によって加熱される。
【０１２０】
　被加熱物を加熱した空気は、調理室天井面３５の調理室吸込口１２から調理室１１外に
吸い込まれ、触媒体３４で煙、臭気成分等が吸着及び分解されてある程度浄化された状態
で、風路部材Ａ４５、風路部材Ｂ４６等で形成される循環風路に流入する。循環風路を通
過する空気は、送風手段吸込口４２を介して吹出風路２０に吸い込まれる。吹出風路２０
の空気の一部は、調理室排気風路１０から筐体２外へ排気され、他の一部は、再び吹出口
２８を介して調理室１１内に吹き出される。筐体２外へ排気された空気を補うように、調
理室１１を構成する部品の継ぎ目、調理室扉７と調理室１１の開口との隙間等から、調理
室１１外の空気が調理室１１内に吸引される。
【０１２１】
　調理室加熱制御部１２１は、Ｓ１０４において、調理室温度検知手段３２の検知温度、
送風手段温度検知手段４４の検知温度等の時間変化に基づいて、被加熱物の量、初期温度
等を算出し、これ以降の調理工程に用いられるシーケンスのパラメーター（調理時間等）
を設定し、Ｓ１０５に進む。
【０１２２】
　調理室加熱制御部１２１は、Ｓ１０５において、調理室温度検知手段３２によって検知
される調理室１１内の空気の温度が、第２閾値Ｔ２（例えば２５０℃）以上であるか否か
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を判定し、第２閾値以上である場合には、Ｓ１０６に進んで、上方加熱手段２３及び循環
風加熱手段４９の発熱量、電動機２１の回転数等を所定量とし、Ｓ１０７に進む。第２閾
値以上ではない場合は、Ｓ１０５を繰り返す。調理室温度検知手段３２は、調理室１１内
の空気の温度を直接検知してもよく、また、その空気と接触する部材の温度を検知して、
調理室１１内の空気の温度を推定してもよい。また、調理室温度検知手段３２が、その空
気と接触する部材の温度を検知し、その検知された温度が、その部材の温度に換算された
第２閾値Ｔ２と比較されてもよい。
【０１２３】
　調理室１１内の空気の温度が第２閾値Ｔ２になるまで、上方加熱手段２３と循環風加熱
手段４９とが最大発熱量で加熱するため、被加熱物を、短時間で７０℃程度まで上昇させ
て表層部のタンパク質を凝固させることができ、また、内部の水分等が揮発することを抑
制することができるため、被加熱物の内部のジューシーさが保持される。
【０１２４】
　また、調理室１１内の空気の温度が第２閾値Ｔ２に達すると、上方加熱手段２３及び循
環風加熱手段４９の発熱量、電動機２１の回転数等が所定量とされるため、被加熱物の上
面、下面、及び内部の焼き加減が適切になり、また、被加熱物に気流が接触することによ
って乾燥、発煙、臭気等の発生が抑制される。
【０１２５】
　例えば、調理室加熱制御部１２１は、Ｓ１０６において、調理室温度検知手段３２の検
知温度、送風手段温度検知手段４４の検知温度等に基づいて、調理皿開口２７から吹き出
される気流の風速が、１ｍ／ｓ以上で、且つ、その気流の被加熱温度が２００℃以上であ
ることが、５分間以上継続されるように、循環風加熱手段４９の出力、電動機２１の回転
有無、回転数等を制御する。このように制御されることで、被加熱物に熱風によって適切
な（美味しそうな）焼色を着色することができる。
【０１２６】
　調理皿開口２７から吹き出される気流自体の温度が検知されてもよく、また、受皿２４
の温度、調理皿２６の温度、調理室１１内の空気の温度等が検知されて、調理皿開口２７
から吹き出される気流の温度に換算されてもよい。また、受皿２４の温度、調理皿２６の
温度、調理室１１内の空気の温度等が検知され、その温度が、上述の２００℃を受皿２４
の温度、調理皿２６の温度、調理室１１内の空気の温度等に換算した温度以上になるよう
に、循環風加熱手段４９の出力、電動機２１の回転有無、回転数等が制御されてもよい。
【０１２７】
　また、例えば、調理室加熱制御部１２１は、Ｓ１０６において、調理室温度検知手段３
２の検知温度、送風手段温度検知手段４４の検知温度等に基づいて、調理皿２６の被加熱
温度が２００～２５０℃の範囲であることが、５分間以上継続されるように、循環風加熱
手段４９の出力、電動機２１の回転有無、回転数等を制御する。このように制御されるこ
とで、被加熱物の調理皿２６との接触面に適切な（美味しそうな）焼色を着色することが
できる。
【０１２８】
　調理皿２６自体の温度が検知されてもよく、また、受皿２４の温度、調理室１１内の空
気の温度等が検知されて、調理皿２６の温度に換算されてもよい。また、受皿２４の温度
、調理室１１内の空気の温度等が検知され、その温度が、上述の２００～２５０℃を受皿
２４の温度、調理室１１内の空気の温度等に換算した温度範囲内になるように、循環風加
熱手段４９の出力、電動機２１の回転有無、回転数等が制御されてもよい。
【０１２９】
　また、例えば、調理室加熱制御部１２１は、Ｓ１０６において、調理室温度検知手段３
２の検知温度、送風手段温度検知手段４４の検知温度等に基づいて、受皿２４の被加熱温
度と調理皿２６の被加熱温度とが３６０℃以下になるように、循環風加熱手段４９の出力
、電動機２１の回転有無、回転数等を制御する。被加熱物から滴下して受皿２４及び調理
皿２６に付着する油分等は、３６０°を超えると発火しやすくなるため、このように制御
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されることで、被加熱物から滴下して受皿２４及び調理皿２６に付着する油分等に起因す
る、発火を抑制することができる。なお、発煙、臭気等も少なからず抑制される。
【０１３０】
　調理室加熱制御部１２１が、受皿２４の被加熱温度と調理皿２６の被加熱温度とが２４
０℃以下になるように、循環風加熱手段４９の出力、電動機２１の回転有無、回転数等を
制御してもよい。被加熱物から滴下して受皿２４及び調理皿２６に付着する油分等は、２
４０°を超えると発煙が増加するため、このように制御されることで、被加熱物から滴下
して受皿２４及び調理皿２６に付着する油分等に起因する、発火、発煙等を抑制すること
ができる。なお、臭気等も少なからず抑制される。
【０１３１】
　受皿２４自体の温度及び調理皿２６自体の両方が検知されてもよく、また、受皿２４自
体の温度及び調理皿２６自体の温度のうちのいずれか一方のみが検知され、他方の温度に
換算されてもよく、また、調理室１１内の空気の温度等が検知されて、受皿２４の温度及
び調理皿２６の温度に換算されてもよい。また、調理室１１内の空気の温度等が検知され
、その温度が、上述の３６０℃又は２４０℃を調理室１１内の空気の温度等に換算した温
度以下になるように、循環風加熱手段４９の出力、電動機２１の回転有無、回転数等が制
御されてもよい。
【０１３２】
　調理室加熱制御部１２１は、Ｓ１０７において、調理工程の終盤であるか否かを判定し
、調理工程の終盤である場合には、Ｓ１０８に進む。調理工程の終盤ではない場合は、Ｓ
１０７を繰り返す。
【０１３３】
　調理室加熱制御部１２１は、Ｓ１０８において、上方加熱手段２３の発熱量を増加する
。このように制御されることで、被加熱物の表面に適切な（美味しそうな）焼色をつける
ことができ、また、被加熱物の表面の水分を揮発させてパリッとさせることができ、見た
目も食味も良好な調理効果、調理仕上がり等となる。
【０１３４】
　調理室加熱制御部１２１は、上方加熱手段２３の発熱量を増加して所定時間が経過する
と、調理室温度検知手段３２の検知温度、送風手段温度検知手段４４の検知温度等に基づ
いて、被加熱物の内部の被加熱温度が７５℃程度であることが、１分以上継続され、且つ
、被加熱物の表面の少なくとも一部の被加熱温度が１５０～２００℃になるように上方加
熱手段２３の出力、循環風加熱手段４９の出力、電動機２１の回転有無、回転数等を制御
する。このように制御されることで、食材の安全性が向上されるとともに、被加熱物の表
面を良好な焼き色として良好な調理効果が得られる。
【０１３５】
　被加熱物の内部及び表面自体の温度が検知されてもよく、また、受皿２４の温度、調理
皿２６の温度、調理室１１内の空気の温度等が検知され、その温度が、被加熱物の種類、
大きさの情報等に基づいて被加熱物の内部及び表面の温度に換算されてもよい。また、受
皿２４の温度、調理皿２６の温度、調理室１１内の空気の温度等が検知され、その温度が
、上述の７５℃を受皿２４の温度、調理皿２６の温度、調理室１１内の空気の温度等に換
算した温度程度になるように、また、その温度が、上述の１５０～２００℃を受皿２４の
温度、調理皿２６の温度、調理室１１内の空気の温度等に換算した温度範囲内になるよう
に、上方加熱手段２３の出力、循環風加熱手段４９の出力、電動機２１の回転有無、回転
数等が制御されてもよい。
【０１３６】
　調理室加熱制御部１２１は、Ｓ１０８のシーケンスが完了すると、調理室１１の加熱動
作を終了する。その際、調理室扉７のロック解除条件が満たされていることを確認した後
、表示部９に調理完了を報知する表示を表示させるとともに、ブザー、音声等を発して、
調理室扉７のロックを解除する。
【０１３７】
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＜加熱調理器の作用＞
　実施の形態１に係る加熱調理器の作用について説明する。
【０１３８】
　実施の形態１に係る加熱調理器では、調理皿２６の下面と受皿２４の凹部１０４の底面
との間に、隙間が形成され、調理室吸込口１２が、調理皿２６と比較して上側に形成され
、吹出口２８が、調理皿２６と比較して下側で、且つ、隙間が形成する空間１０６の外周
部の少なくとも一部と対向する位置に形成され、調理皿２６が、被加熱物が頂部に載置さ
れる複数の凸部１０５を有し、複数の凸部１０５の頂部間に複数の調理皿開口２７が形成
される。
【０１３９】
　そのため、被加熱物が、吹出口２８から流入する熱風によって加熱された調理皿２６と
の接触部からの熱伝導によって加熱されるとともに、調理皿２６の複数の調理皿開口２７
から吹き出される熱風が衝突することによって生じる衝突噴流熱伝達によって加熱される
こととなり、加熱ムラが少ない調理を行うことができ、また、適切な焼色を被加熱物に着
色でき、良好な調理効果、美味しそうな調理仕上がり等を得ることができる。
【０１４０】
　また、複数の凸部１０５の頂部に被加熱物が載置され、その頂部間に複数の調理皿開口
２７が形成される。そのため、被加熱物から滴下する油分、汁気等が、複数の凸部１０５
間のすり鉢状の凹部１０７に流れ落ちるとともに、調理皿開口２７から受皿２４に回収さ
れることとなって、被加熱物の下面が、炒められた状態、煮られた状態と近い調理仕上が
りとなり、ベタついてしまうことが抑制されて、パリッとした調理仕上がりが得られ良好
な調理効果が得られる。また、食材から滴下する油分、汁気等が、調理皿２６に溜まらな
いため、油分、汁気等が加熱されることが抑制されて、発煙、臭気等の発生が抑制され、
排気の清浄度が向上して調理作業空間の快適性が向上されるとともに、食材への臭い移り
、不要な着色等が軽減されて調理効果、調理仕上がり等が良好になる。
【０１４１】
　また、受皿２４の下方、及び、調理皿２６と受皿２４との間に、下方加熱手段が設けら
れなくてもよくなり、調理室１１内の、上方加熱手段２３と被加熱物が載置される空間を
広くすることができるため、調理室１１内の調理に有効な高さ寸法を長くして、多様な被
加熱物に対応することができ、調理能力が向上される。更に、被加熱物から滴下する油脂
分が下方加熱手段に接触すること、受皿２４に溜まった油脂分が下方加熱手段によって加
熱されること、等がなくなり、臭気、発煙等の発生を抑制することができる。また、それ
に伴って、排気の清浄度が高まって、調理作業空間の快適性が向上され、また、食材への
臭い移り、不要な着色等が軽減されて、調理効果、調理仕上がり等が良好となる。また、
油脂分が、下方加熱手段によって加熱されないため、安全性が向上する。
【０１４２】
　また、受皿２４及び調理皿２６が、調理室１１外へ取り出し可能である。そのため、受
皿２４、調理皿２６、及び調理室１１内のメンテンス性、清掃性等が向上される。
【０１４３】
　実施の形態１に係る加熱調理器では、調理室１１内に、上方加熱手段２３が設けられる
。そのため、被加熱物が、上方加熱手段２３の放射によって加熱されるとともに、上方加
熱手段２３の放射によって加熱された調理皿２６との接触部からの熱伝導によっても加熱
されることとなり、更に加熱ムラが少ない調理を行うことができ、また、更に適切な焼色
を被加熱物に着色でき、更に良好な調理効果、更に美味しそうな調理仕上がり等を得るこ
とができる。
【０１４４】
　また、上方加熱手段２３の発熱量と循環風加熱手段４９の発熱量とを個別に制御するこ
とで、被加熱物の上面と下面との焼き加減を個別に調整できるため、適切な加熱調理が行
え、良好な調理効果、調理仕上がり等を得ることができる。
【０１４５】
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　実施の形態１に係る発明では、調理室吸込口１２から調理室１１外に排出された空気が
、吹出風路２０に導かれ、循環風加熱手段４９が、吹出風路２０を通過する空気を加熱す
る。そのため、調理室１１内の加熱効率が向上され、エネルギー消費が低減される。
【０１４６】
　実施の形態１に係る発明では、調理皿２６及び受皿２４によって空間１０６の外周部の
一部以外が塞がれて、流入口５０が形成され、吹出口２８が、流入口５０と対向する位置
に形成される。そのため、吹出口２８から吹き出された熱風が、漏れ少なく、また、効率
良く、調理皿開口２７から吹き出されることとなって、加熱効率が高まってエネルギー消
費が低減されるとともに、調理時間が短縮される。調理時間が短縮されることで、被加熱
物の水分の蒸発が軽減され、ジューシーな調理仕上がりを得ることができ、また、良好な
調理効果を得ることができる。また、吹出風路２０の遠心ファン２２の回転数を低くする
ことができ、遠心ファン２２からの騒音が軽減されることとなるため、調理作業空間の静
音性、快適性等が向上される。
【０１４７】
　実施の形態１に係る発明では、調理室１１が、調理皿２６及び受皿２４と共にスライド
する調理室扉７によって開閉され、流入口５０が、調理室１１が開かれると吹出口２８か
ら遠ざかり、調理室１１が閉じられると吹出口２８に近接又は当接する。そのため、受皿
２４及び調理皿２６の調理室１１からの着脱が容易となり、受皿２４、調理皿２６、及び
調理室１１内の清掃が容易となって、清掃性、メンテナンス性等が向上される。
【０１４８】
　また、吹出口２８に対する流入口５０の位置決め又は接続が確実化され、安定した加熱
性能が得られるとともに、ユーザーの取付作業又は接続作業が簡素化され、調理の作業性
が向上される。
【０１４９】
　また、流入口５０と吹出口２８とが、近接又は当接して配置されることで、単に、対向
して配置される場合と比較して、吹出口２８からの気流を漏れ少なく空間１０６に流入さ
せることができ、更に、加熱効率が向上され、調理時間が短縮され、良好な調理効果が得
られ、調理作業空間の静音性、快適性等が向上される。
【０１５０】
　実施の形態１に係る発明では、調理室扉７が、調理室１１を閉じる方向に付勢される。
そのため、吹出口２８からの気流を更に漏れ少なく空間１０６に流入させることができ、
加熱効率が向上され、調理時間が短縮され、良好な調理効果が得られ、調理作業空間の静
音性、快適性等が向上される。また、吹出口２８に対する流入口５０の位置決め又は接続
が更に確実化され、安定した加熱性能が得られるとともに、ユーザーの取付作業又は接続
作業が簡素化され、調理の作業性が向上される。
【０１５１】
　実施の形態１に係る発明では、流入口５０が、空間１０６の外周部から離れた位置に形
成され、流入口５０と空間１０６の外周部との間に、整流部５１によって風路が形成され
る。吹出口２８を通過する気流は、遠心ファン２２から送出されることで旋回成分を含む
ため、遠心ファン２２の回転方向に依存して左側面方向又は右側面方向に向かう風速成分
を含む。その結果、複数の調理皿開口２７のうちの遠心ファン２２の右前又は左前に位置
する調理皿開口２７からの吹出風速が低くなって加熱ムラが生じてしまう。一方、整流部
５１が設けられている場合には、上述の風速成分を打ち消すような左右方向傾斜の風路等
を形成することができるため、側面方向への気流の傾きを軽減して、複数の調理皿開口２
７の吹出風量のばらつきを均一化して、加熱ムラが少ない良好な調理仕上がりを得ること
ができる。
【０１５２】
　また、整流部５１が設けられている場合には、吹出口２８から空間１０６に向かって０
～３０°で下方傾斜する上下方向傾斜の風路等を形成することができるため、吹出口２８
からの熱風が受皿２４の底面に直接到達して、受皿２４の凹部１０４の底面が加熱される



(26) JP 2016-32670 A 2016.3.10

10

20

30

40

50

ことが抑制されることとなって、受皿２４に回収された油分、汁気等の発煙、臭気等が抑
制され、調理作業空間の快適性が向上され、調理効果、調理仕上がり等が良好となる。
【０１５３】
　また、整流部５１が設けられている場合には、吹出口２８から吹き出される気流が調理
皿２６に向かう上下方向傾斜の風路等を形成することができるため、調理皿２６の温度が
高まって被加熱物の加熱効率が高まることとなって、エネルギー消費が低減され、また、
調理時間が短縮される。
【０１５４】
　実施の形態１に係る発明では、調理皿２６が、複数の凸部１０５の配列方向における断
面形状が波状であり、複数の凸部１０５の頂部間にすり鉢状の凹部１０７が形成され、複
数の調理皿開口２７は、すり鉢状の凹部１０７に形成される。そのため、被加熱物から滴
下する油分、汁気等が、調理皿２６から調理皿開口２７を介して受皿２４に、短時間で速
やかに回収されて、調理皿２６に滞留することが抑制されることとなり、油分、汁気等の
加熱が抑制されて、発煙、臭気等の発生が軽減されることとなって、排気の清浄度が高め
られ、調理作業空間の快適性が向上される。また、被加熱物への臭い移り、不要な着色等
が軽減されて、調理効果、調理仕上がり等が良好になる。
【０１５５】
　実施の形態１に係る発明では、複数の凸部１０５の頂部間は、５ｍｍ以上であり、且つ
、曲面である。そのため、被加熱物から滴下する油分、汁気等が、調理皿２６に滞留する
ことが軽減されて、発煙、臭気等の発生が抑制されることとなり、調理作業空間の快適性
が向上され、また、調理効果、調理仕上がり等が良好となる。また、複数の凸部１０５の
頂部間に、スポンジ等が接触しにくい角部が無く、清掃時に容易に汚れを除去でき、また
、汚れが溜まり難いため、清掃性、メンテナンス性等が向上される。
【０１５６】
　実施の形態１に係る発明では、吹出口２８の上端が、調理皿開口２７と比較して下側に
位置する。そのため、吹出口２８から調理皿開口２７に至る風路における障害が減って圧
力損失が低減されることとなって、遠心ファン２２の回転数が低減されることとなり、騒
音が低減され、また、エネルギー消費が低減される。また、吹出口２８からの熱風が、調
理皿２６の下面のうちの、吹出口２８と対向する領域に局部的に当たって、加熱ムラが生
じることが抑制されて、良好は調理効果、調理仕上がり等が得られる。
【０１５７】
　実施の形態１に係る発明では、吹出風路２０と吹出口２８との接続部において、吹出口
２８の下端は、吹出風路２０の下端と比較して上側に位置する。そのため、吹出口２８の
下端と吹出風路２０の底面との間の空間が、チャンバとして機能することとなって、吹出
口２８から吹き出される気流が、吹出口２８の垂直方向に向かって吹き出されるように整
流されることとなり、受皿２４の凹部１０４の底面の加熱が抑制されて、臭気成分、煙等
の発生が抑制される。また、複数の調理皿開口２７からの吹出風量が均一化されて、加熱
ムラが軽減され、良好は調理仕上がりが得られる。
【０１５８】
　実施の形態１に係る発明では、吹出口２８の上方及び下方から調理室１１外に向かって
突出する導風部材４８が設けられ、導風部材４８が、吹出口２８と垂直に交差し且つ吹出
口２８に近い側から吹出口２８に遠い側に向かう方向と、平行な方向に向かって、又は、
吹出口２８と垂直に交差し且つ吹出口２８に近い側から吹出口２８に遠い側に向かう方向
から、３０°以下だけ下方に回転した方向に向かって、突出する。そのため、吹出口２８
からの熱風が受皿２４の凹部１０４の底面に向かうことが抑制され、受皿２４の凹部１０
４の底面が加熱されて温度上昇することが抑制されることとなって、受皿２４に回収され
た油分、汁気等によって発煙、臭気等が発生することが抑制されることとなり、調理作業
空間の快適性が向上され、また、調理効果、調理仕上がり等が良好になる。また、導風部
材４８によって、吹出口２８からの気流を調理皿２６に向かって吹き出すことができるた
め、被加熱物に衝突する気流を鉛直方向に近づけることができ、調理皿２６の温度が高ま
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って被加熱物の加熱効率が高まることとなって、エネルギー消費が低減され、また、調理
時間が短縮される。
【０１５９】
　実施の形態１に係る発明では、受皿２４が、調理室１１内に、凹部１０４の底面のうち
の、吹出口２８に沿う方向の外側の領域が、その方向の中央の領域と比較して、低くなる
ように配置される。そのため、受皿２４に回収された油分、汁気等が、受皿２４の凹部１
０４の底面の比較的低温になっている領域に流れることとなって、発煙、臭気等が発生す
ることが抑制されることとなり、調理作業空間の快適性が向上され、また、調理効果、調
理仕上がり等が良好になる。
【０１６０】
　実施の形態１に係る発明では、受皿２４が、調理室１１内に、凹部１０４の底面のうち
の、吹出口２８から遠い領域が、吹出口２８に近い領域と比較して、低くなるように配置
される。そのため、受皿２４に回収された油分、汁気等が、受皿２４の凹部１０４の底面
の比較的低温になっている領域に流れることとなって、発煙、臭気等が発生することが抑
制されることとなり、調理作業空間の快適性が向上され、また、調理効果、調理仕上がり
等が良好になる。
【０１６１】
　実施の形態１に係る発明では、調理皿２６及び受皿２４のうちの少なくともいずれか一
方に、シロキサン結合を持つ三次元架橋マトリックス構造のセラミックコーティング被膜
、又は、ＰＴＦＥ被膜が形成される。そのため、非粘着性が付与され、加熱調理後の清掃
性が良好となる。また、セラミックコーティング被膜が形成される場合には、ＰＴＦＥ被
膜が形成される場合と比較して、高い耐熱性が得られるため、高火力の調理が実現され、
また、調理時間が短縮される。また、調理皿２６及び受皿２４の両方にセラミックコーテ
ィング被膜又はＰＴＦＥ被膜が形成される場合には、摩擦係数が低くなって、調理皿２６
と受皿２４との係合、分解等が容易化され、調理の作業性、メンテナンス性等が向上され
る。
【０１６２】
　実施の形態１に係る発明では、調理室吸込口１２が、調理室天井面３５のうちの、調理
室１１内の吹出口２８と垂直に交差する方向における寸法の１／５～４／５だけ、吹出口
２８からその方向に沿って離れた領域に形成される。そのため、複数の調理皿開口２７か
ら吹き出される風量の不均一が軽減されて、加熱ムラが軽減されることとなり、良好な調
理効果、調理仕上がりが得られる。また、調理室吸込口１２が、調理皿開口２７からの気
流の吹出方向に沿って吸い込むため、衝突噴流熱伝達の効果が高まって加熱効率が向上さ
れることとなって、エネルギー消費が低減され、また、調理時間が短縮される。
【０１６３】
　実施の形態１に係る発明では、調理室吸込口１２が、調理室１１が上面視された状態に
おいて、上方加熱手段２３と重なり、調理室吸込口１２に、触媒体３４が設けられる。そ
のため、触媒体３４に、上方加熱手段２３で加熱された直後の高温の空気が流入及び接触
することとなって、また、上方加熱手段２３からの放射が触媒体３４に当たることとなっ
て、触媒体３４の温度が高まって触媒活性が高まり、吸着及び分解が促進されることとな
り、調理室１１内の空気の清浄度が高まって、良好な調理効果、調理仕上がり等を得るこ
とができ、また、快適な調理作業空間が得られる。また、調理室吸込口１２から吹出口２
８に至る風路内における汚れの付着が抑制されることとなって、メンテナンス性が向上さ
れ、また、製品寿命が長くなる。また、触媒体３４での酸化分解の反応熱によって循環風
が加熱されるため、加熱効率が高まってエネルギー消費が低減され、また、調理時間が短
縮される。
【０１６４】
　実施の形態１に係る発明では、コントロールユニット２９が、被加熱物を調理する際に
、複数の調理皿開口２７を通過する気流の風速が、１ｍ／ｓ以上であり、且つ、その気流
の被加熱温度が、２００℃以上であることが、５分間以上継続されるように制御する。そ
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のため、調理皿開口２７からの熱風によって、被加熱物にきつね色の適切な焼色を着色す
ることができ、良好な調理効果、調理仕上がり等が得られる。
【０１６５】
　実施の形態１に係る発明では、コントロールユニット２９が、被加熱物を調理する際に
、調理皿２６の被加熱温度が、２００～２５０℃以上であることが、５分間以上継続され
るように制御する。そのため、被加熱物の調理皿２６と接触する部分にきつね色の適切な
焼色を着色することができ、良好な調理効果、調理仕上がり等が得られる。
【０１６６】
　実施の形態１に係る発明では、コントロールユニット２９が、被加熱物を調理する際に
、調理皿２６及び受皿２４の被加熱温度が、３６０℃以下になるように制御する。そのた
め、発煙、臭気成分の発生が軽減されて、良好な調理効果と快適な調理作業空間を得るこ
とができる。また、調理皿２６及び受皿２４の温度が、油分の発火点温度を超えて上昇す
ることが抑制され、安全性が向上される。
【０１６７】
　実施の形態１に係る発明では、調理室１１内の空気、遠心ファン２２によって調理室１
１内に流入される空気、それらの空気と接触する部品、及び被加熱物、のうちの少なくと
もいずれか１つの温度を検知する調理室温度検知手段３２、送風手段温度検知手段４４等
を備え、コントロールユニット２９が、それらの検知温度に基づいて上述の被加熱温度を
制御する。そのため、良好な調理効果、調理仕上がり等を得ることを、簡易な構成で実現
することができる。
【０１６８】
　実施の形態１に係る発明では、筐体２内に設けられ、筐体２内の空気を筐体２外に排出
させる冷却風排気風路１５と、筐体２内に設けられ、調理室１１の外壁の少なくとも一部
を覆う調理室収納部１９と、を備え、調理室収納部１９に、冷却風排気風路１５に連通す
る収納部通風口３６が形成される。そのため、吹出口２８から熱風が吹き出されること起
因して調理室１１の隙間等から漏れた調理室１１内の熱気、油煙等が排気されることとな
って、調理室収納部１９の周辺の部品の温度上昇が抑制されるとともに、調理室収納部１
９内の油分、炭化物等が排気されて汚れの堆積が抑制されることとなり、信頼性が向上さ
れ、また、耐久性が向上される。
【０１６９】
　実施の形態１に係る発明では、操作部６と、表示部９と、調理室１１の開閉を検知する
開閉検知手段１０３と、を備え、コントロールユニット２９が、操作部６に指令が入力さ
れると、開閉検知手段１０３の検知結果を取得し、調理室１１が開状態であれば、加熱動
作を行わないように、上方加熱手段２３、循環風加熱手段４９、電動機２１等の動作を制
御し、且つ、調理室１１を閉めることを促す表示を表示部９に表示させる。そのため、吹
出口２８から吹き出される熱風が、本体１外に吹き出されることが抑制されて、ユーザー
が火傷する等の危険のリスクが軽減されることとなって、安全性が向上される。
【０１７０】
　実施の形態１に係る発明では、表示部９と、調理室１１の開閉を検知する開閉検知手段
１０３と、を備え、コントロールユニット２９が、加熱動作中に、開閉検知手段１０３の
検知結果を取得し、調理室１１が開状態であれば、加熱動作を停止するように、上方加熱
手段２３、循環風加熱手段４９、電動機２１等の動作を制御し、且つ、調理室１１が開状
態であるために加熱動作が停止されたことを報知する表示を表示部９に表示させる。その
ため、吹出口２８から吹き出される熱風が、本体１外に吹き出されることが抑制されて、
ユーザーが火傷する等の危険のリスクが軽減されることとなって、安全性が向上される。
【０１７１】
　実施の形態１に係る発明では、筐体２の上面が、トッププレート４によって覆われ、筐
体２内に設けられ、トッププレート４上に載置された被加熱物を加熱する誘導加熱コイル
ユニット１８、ラジエントヒータ１７等を備える。そのため、鍋、フライパン等の調理容
器を用いた加熱調理と、グリル調理、ロースター調理、オーブン調理、スチーム調理等と
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、を一台の加熱調理器で行え、また、それらの調理を同時に行えることとなり、省スペー
スで多機能な加熱調理器が実現される。
【０１７２】
実施の形態２．
　実施の形態２に係る加熱調理器について説明する。
　なお、以下では、実施の形態１と重複又は類似する説明については、適宜簡略化又は省
略している。
【０１７３】
＜加熱調理器の構成＞
　実施の形態２に係る加熱調理器の構成について説明する。
【０１７４】
　図１９及び図２０は、本発明の実施の形態２に係る加熱調理器の、調理室１１全体の斜
視図である。なお、図２０は、調理室１１を後方左側斜め上方から斜視した状態を示して
いる。また、図２０では、ロック機構１０２及び開閉検知手段１０３の図示が省略されて
いる。
【０１７５】
　図１９及び図２０に示されるように、実施の形態２では、調理室排気風路１０の形状が
、実施の形態１と異なる。また、調理室排気風路１０の風路断面が、実施の形態１と比較
して広い。また、循環風加熱手段４９の端子が、実施の形態１と異なる位置から実施の形
態１と異なる方向に向かって突出する。
【０１７６】
　図２１は、本発明の実施の形態２に係る加熱調理器の、カバー３９と吹出風路２０とそ
れらの付帯部品とを取り外した状態での、調理室１１の斜視図である。なお、図２１は、
調理室１１を後方左側斜め下方から斜視した状態を示している。
【０１７７】
　図２１に示されるように、調理室１１の後面部に、調理室吸込口１２が形成される。調
理室吸込口１２は、実施の形態１の送風手段吸込口４２を兼ねる。実施の形態１では、調
理室吸込口１２が調理室天井面３５に形成され、調理室吸込口１２から吸い込まれた空気
は、風路部材Ａ４５、風路部材Ｂ４６等によって形成される風路を通過して、調理室１１
の後面部に形成された送風手段吸込口４２を介して吹出風路２０に流入する。一方、実施
の形態２では、調理室吸込口１２が調理室１１の後面部に形成されて、調理室吸込口１２
から吸い込まれた空気が、吹出風路２０に直接流入するため、圧力損失が低減されて、送
風手段の負荷が低減されることとなって、電動機２１の消費電力が低減され、また、騒音
が低減される。また、風路部材Ａ４５、風路部材Ｂ４６等が不要であるため、部品コスト
、組立コスト等が低減される。
【０１７８】
　また、調理室１１の後面部に設けられる導風部材４８が、実施の形態１では、吹出口２
８を囲う形状であるが、実施の形態２では、吹出口２８の上部を覆う庇状の形状である。
導風部材４８は、略Ｌ字の部品であり、調理室１１の後面部に、溶接、カシメ、ネジ留め
のいずれかで固定される。略Ｌ字の形状であることで、熱応力によって変形することが抑
制される。導風部材４８の、吹出口２８の上部を覆う領域は、本発明の「調理室外に向か
って突出する突出部」に相当する。
【０１７９】
　導風部材４８の、吹出口２８の上部を覆う領域は、吹出口２８の上端から、重力方向と
垂直な水平方向に向かって、又は、水平方向から３０°以下の角度だけ下方傾斜する方向
に向かって突出する。導風部材４８は、その下面が、吹出口２８の上端と概ね面一になる
ように取り付けられる。このように構成されることで、受皿２４の凹部１０４の底面の加
熱が抑制されて、臭気成分、煙等の発生が抑制されるとともに、調理皿２６の加熱効率が
向上される。また、受皿２４の凹部１０４の底面の加熱を抑制することが、略Ｌ字の単純
な形状で実現されるため、部品コスト、組立コスト等が安価である。
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【０１８０】
　図２２は、本発明の実施の形態２に係る加熱調理器の、調理室上外郭２５と調理室天井
面３５と調理室扉７とそれらの付帯部品とを取り外した状態での、調理室１１の斜視図で
ある。
【０１８１】
　図２２に示されるように、調理皿２６の形状、及び、調理皿開口２７が形成される位置
が、実施の形態１と異なる。
【０１８２】
　図２３は、本発明の実施の形態２に係る加熱調理器の、吹出風路２０とその付帯部品の
斜視図である。なお、図２３は、吹出風路２０とその付帯部品を前方左側斜め下方から斜
視した状態を示している。
【０１８３】
　図２３に示されるように、実施の形態１と同様に、吹出風路２０の背面側に、調理室排
気風路１０が接続される開口部が形成される。循環風加熱手段４９は、調理室排気風路１
０が接続される開口部と対向する位置に設けられる。実施の形態１と異なり、触媒体３４
が、調理室排気風路１０が接続される開口部に設けられる。このように構成されることで
、循環風加熱手段４９で加熱された空気が、触媒体３４に流入するとともに、循環風加熱
手段４９の放射が触媒体３４に直接到達することとなって、触媒体３４の加熱が促進され
、触媒の浄化性能が向上されることとなり、清浄度の高い空気が筐体２外に排出される。
【０１８４】
　図２４は、本発明の実施の形態２に係る加熱調理器の、付帯部品と共に調理室１１から
引き出して取り外された状態での、調理室扉７の斜視図である。なお、図２４は、調理室
扉７を後方左側斜め上方から斜視した状態を示している。
【０１８５】
　図２４に示されるように、流入口５０は、受皿２４の背面側壁面に形成される。つまり
、整流部５１が設けられない。このように構成されることで、単純な抜き加工で流入口５
０を形成することができ、製造コストが安価となる。
【０１８６】
　また、流入口５０が、調理室扉７が閉じられた状態で吹出口２８と対向する位置に形成
される。調理室扉７が閉じられた状態で、吹出口２８が形成された面と、流入口５０が形
成された面と、が当接し、更に、スライド機構３０の付勢によって、それらの面が密着さ
れることで、吹出口２８からの熱風を漏れ少なく流入口５０に流入させることができ、送
風効率、加熱効率等が向上される。
【０１８７】
　図２５は、本発明の実施の形態２に係る加熱調理器の、係合されていない状態での、受
皿２４及び調理皿２６の斜視図である。なお、図２５は、受皿２４及び調理皿２６を後方
左側斜め上方から斜視した状態を示している。
【０１８８】
　図２５に示されるように、調理皿２６は、前後方向に凸部１０５と凹部１０７とが交互
に繰り返されるような単純な波板形状である。つまり、凹部１０７は、すり鉢状ではない
。また、調理皿２６の複数の凸部１０５が形成される領域の外側のうちの、複数の凸部１
０５の配列方向と平行な辺に沿う領域に、フランジ部１０９が形成されない。このように
構成されることで、アルミ等の材料の押出成型によって波板形状を成型し、外形及び調理
皿開口２７を抜き加工して製造することでき、または、絞り加工を伴わない単純な曲げ加
工及び抜き加工のみのプレス加工によって製造することができるため、製造設備コスト、
加工コスト等が安価となる。また、清掃が容易となり、清掃性、メンテナンス性が向上さ
れる。
【０１８９】
　また、受皿２４の凹部１０４の側壁に、流入口５０が形成される。流入口５０の肉厚分
だけ、吹出口２８から吹き出された気流は、整流される。受皿２４の凹部１０４の側壁の
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うちの、少なくとも流入口５０が形成される側壁には、フランジ部１０８が形成されない
。このように構成されることで、吹出口２８が形成された面と、流入口５０が形成された
面と、を当接させることを、単純な形状で実現することができる。
【０１９０】
　図２６は、本発明の実施の形態２に係る加熱調理器の、調理室１１の正面断面図である
。
　図２７は、本発明の実施の形態２に係る加熱調理器の、調理室１１と吹出風路２０とそ
の付帯部品との側面断面図である。
【０１９１】
　図２６及び図２７に示されるように、調理室１１内に配置された状態において、受皿２
４の凹部１０４の底面は、左側が高く、右側が低い、傾斜面である。また、調理室１１内
に配置された状態において、調理皿２６の凹部１０７の底面は、左側が高く、右側が低い
、傾斜面である。傾斜部を有する受皿２４及び調理皿２６が、調理室１１内に水平に配置
されてもよく、また、傾斜部を有しない受皿２４及び調理皿２６が調理室１１内に斜めに
配置されてもよい。このように構成されることで、被加熱物から滴下する油分、汁気等が
、複数の凸部１０５間の凹部１０７に流れ落ちた後、右側が下がる傾斜によって右側に流
れ、途中にある調理皿開口２７から受皿２４に滴下して回収され、また、右側端に流れた
油分、汁気等は、受皿２４と調理皿２６との隙間から受皿２４に流れ落ちて回収されるこ
ととなり、調理皿２６に油分、汁気等が滞留することが抑制される。
【０１９２】
　受皿２４が、凹部１０４の底面に、流入口５０に沿う方向の外側の領域が、その方向の
中央の領域と比較して、低くなる傾斜部が形成されているものであってもよく、そのよう
な場合でも、受皿２４が、調理室１１内に大きく傾けて配置されることで、上述の受皿２
４の凹部１０４の底面が、左側が高く、右側が低い状態が実現される。
【０１９３】
　また、実施の形態１と同様に、調理室１１内に配置された状態において、受皿２４の凹
部１０４の底面は、流入口５０に近い側が高く、流入口５０から遠い側が低い、傾斜面で
ある。傾斜部を有する受皿２４が、調理室１１内に水平に配置されてもよく、また、傾斜
部を有しない受皿２４が調理室１１内に斜めに配置されてもよい。このように構成される
ことで、複数の調理皿開口２７及び受皿２４と調理皿２６との隙間を介して回収された油
分、汁気等が、重力によって流れて、流入口５０から遠い領域に滞留されることとなり、
流入口５０からの熱風によって油分、汁気等が加熱されることが抑制され、煙、臭気等の
発生が抑制される。
【０１９４】
　複数の凸部１０５の配列方向は、吹出口２８と垂直に交差する方向に沿う。また、調理
皿開口２７の中心は、複数の凸部１０５の頂部間の最下部と比較して吹出口２８に近い側
に位置する。つまり、複数の凸部１０５の頂部間に、吹出口２８に近い側から複数の凸部
１０５の頂部間の最下部に向かって下方傾斜する斜面又は傾斜曲面（以下、「下方傾斜す
る斜面又は傾斜曲面」と記載する。）と、複数の凸部１０５の頂部間の最下部から吹出口
２８に遠い側に向かって上方傾斜する斜面又は傾斜曲面（以下、「上方傾斜する斜面又は
傾斜曲面」と記載する。）と、が形成され、調理皿開口２７は、吹出口２８に近い側の端
部が、吹出口２８に遠い側の端部と比較して高くなるように形成され、且つ、下方傾斜す
る斜面又は傾斜曲面における開口面積が、上方傾斜する斜面又は傾斜曲面における開口面
積と比較して大きくなるように、又は、全領域が下方傾斜する斜面又は傾斜曲面に位置す
るように、形成される。このように構成されることで、吹出口２８から吹き出される熱風
の動圧成分によって、調理皿開口２７から吹き出される風速が高まり、送風効率が向上さ
れる。また、被加熱物への熱風の衝突速度が高まり、加熱効率が向上される。下方傾斜す
る斜面又は傾斜曲面は、本発明の「第１の斜面又は傾斜曲面」に相当する。また、上方傾
斜する斜面又は傾斜曲面は、本発明の「第２の斜面又は傾斜曲面」に相当する。
【０１９５】
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　また、下方傾斜する斜面又は傾斜曲面は、水平方向から１５～６０°の範囲で傾斜する
斜面又は傾斜曲面である。このように構成されることで、吹出口２８から吹き出される熱
風の動圧成分によって、衝突速度の増加が促進され、また、被加熱物への熱風の衝突角度
が熱伝達に好ましい範囲となり、加熱効率が更に向上される。
【０１９６】
　また、下方傾斜する斜面と、それと対向する上方傾斜する斜面又は傾斜曲面と、の相対
角度は、９０±３０°の範囲である。このように構成されることで、調理皿開口２７から
吹き出された気流が、対向する斜面及び傾斜曲面で導風されて、熱伝達に好ましい角度で
被加熱物に衝突することとなり、加熱効率が更に向上させる。
【０１９７】
＜加熱調理器の作用＞
　実施の形態２に係る加熱調理器の作用について説明する。
【０１９８】
　実施の形態２に係る加熱調理器では、複数の凸部１０５の配列方向が、吹出口２８と垂
直に交差する方向に沿い、複数の凸部１０５の頂部間に、下方傾斜する斜面又は傾斜曲面
と、上方傾斜する斜面又は傾斜曲面と、が形成され、調理皿開口２７が、吹出口２８に近
い側の端部が、吹出口２８に遠い側の端部と比較して高くなるように形成され、且つ、下
方傾斜する斜面又は傾斜曲面における開口面積が、上方傾斜する斜面又は傾斜曲面におけ
る開口面積と比較して大きくなるように、又は、全領域が下方傾斜する斜面又は傾斜曲面
に位置するように、形成される。そのため、被加熱物への熱風の衝突速度が高まって加熱
効率が向上されることとなって、エネルギー消費が低減され、また、調理時間が短縮され
る。また、下方傾斜する斜面又は傾斜曲面と上方傾斜する斜面又は傾斜曲面とによって、
複数の凸部１０５間流れた油分、汁気等が、滞留少なく受皿２４に滴下することとなって
、臭気成分、煙の発生が抑制されるため、良好な調理効果と快適な調理環境を得ることが
できる。
【０１９９】
　実施の形態２に係る加熱調理器では、下方傾斜する斜面又は傾斜曲面が、複数の凸部１
０５の配列方向と平行で且つ吹出口２８に近い側から吹出口２８に遠い側に向かう方向か
ら、１５～６０°の範囲で下方傾斜する斜面又は傾斜曲面である。そのため、被加熱物へ
の熱風の衝突速度及び衝突角度が良好となり、加熱効率が向上されることとなって、エネ
ルギー消費が低減され、また、調理時間が短縮される。
【０２００】
　実施の形態２に係る加熱調理器では、下方傾斜する斜面又は傾斜曲面と上方傾斜する斜
面又は傾斜曲面とが、６０～１２０°の範囲の相対角度で形成される。そのため、被加熱
物への熱風の衝突角度が良好となるように導風され、加熱効率が向上されることとなって
、エネルギー消費が低減され、また、調理時間が短縮される。
【０２０１】
　実施の形態２に係る加熱調理器では、調理皿２６が、複数の凸部１０５間の底面が、重
力方向と直交する水平面から傾斜する状態になるように配置される。そのため、複数の凸
部１０５間の凹部１０７に流れた油分、汁気等が、滞留少なく調理皿開口２７から受皿２
４に滴下することとなって、臭気成分、煙等の発生が抑制されて、良好な調理効果と快適
な調理環境を得ることができる。
【０２０２】
　実施の形態２に係る発明では、複数の凸部１０５の頂部間が、５ｍｍ以上であり、且つ
、曲面である。そのため、被加熱物から滴下する油分、汁気等が、調理皿２６に滞留する
ことが軽減されて、発煙、臭気等の発生が抑制されることとなり、調理作業空間の快適性
が向上され、また、調理効果、調理仕上がり等が良好となる。また、複数の凸部１０５の
頂部間に、スポンジ等が接触しにくい角部が無く、清掃時に容易に汚れを除去でき、また
、汚れが溜まり難いため、清掃性、メンテナンス性等が向上される。
【０２０３】
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　実施の形態２に係る発明では、吹出口２８の上方から調理室１１外に向かって突出する
導風部材４８が設けられ、導風部材４８が、吹出口２８と垂直に交差し且つ吹出口２８に
近い側から吹出口２８に遠い側に向かう方向と、平行な方向に向かって、又は、吹出口２
８と垂直に交差し且つ吹出口２８に近い側から吹出口２８に遠い側に向かう方向から、３
０°以下だけ下方に回転した方向に向かって、突出する。そのため、吹出口２８からの熱
風が受皿２４の凹部１０４の底面に向かうことが抑制され、受皿２４の凹部１０４の底面
が加熱されて温度上昇することが抑制されることとなって、受皿２４に回収された油分、
汁気等によって発煙、臭気等が発生することが抑制されることとなり、調理作業空間の快
適性が向上され、また、調理効果、調理仕上がり等が良好になる。また、導風部材４８に
よって、吹出口２８からの気流を調理皿２６に向かって吹き出すことができるため、被加
熱物に衝突する気流を鉛直方向に近づけることができ、調理皿２６の温度が高まって被加
熱物の加熱効率が高まることとなって、エネルギー消費が低減され、また、調理時間が短
縮される。
【０２０４】
　実施の形態２に係る発明では、吹出口２８の上端が、調理皿開口２７と比較して下側に
位置する。そのため、吹出口２８から調理皿開口２７に至る風路における障害が減って圧
力損失が低減されることとなって、遠心ファン２２の回転数が低減されることとなり、騒
音が低減され、また、エネルギー消費が低減される。また、吹出口２８からの熱風が、調
理皿２６の下面のうちの、吹出口２８と対向する領域に局部的に当たって、加熱ムラが生
じることが抑制されて、良好は調理効果、調理仕上がり等が得られる。
【０２０５】
　また、調理皿開口２７が、吹出口２８に近い側の端部が、吹出口２８に遠い側の端部と
比較して高くなるように形成され、且つ、下方傾斜する斜面又は傾斜曲面における開口面
積が、上方傾斜する斜面又は傾斜曲面における開口面積と比較して大きくなるように、又
は、全領域が下方傾斜する斜面又は傾斜曲面に位置するように、形成される場合には、更
に、加熱効率が向上されることとなって、エネルギー消費が低減され、また、調理時間が
短縮される。
【０２０６】
　実施の形態２に係る発明では、吹出風路２０と吹出口２８との接続部において、吹出口
２８の下端は、吹出風路２０の下端と比較して上側に位置する。そのため、吹出口２８の
下端と吹出風路２０の底面との間の空間が、チャンバとして機能することとなって、吹出
口２８から吹き出される気流が、吹出口２８の垂直方向に向かって吹き出されるように整
流されることとなる。そのため、吹出口２８の上部のみから突出する導風部材４８によっ
ても、充分な整流効果を得ることができ、受皿２４の凹部１０４の底面の加熱が抑制され
て、臭気成分、煙等の発生が抑制される。
【０２０７】
　調理皿開口２７が、吹出口２８に近い側の端部が、吹出口２８に遠い側の端部と比較し
て高くなるように形成され、且つ、下方傾斜する斜面又は傾斜曲面における開口面積が、
上方傾斜する斜面又は傾斜曲面における開口面積と比較して大きくなるように、又は、全
領域が下方傾斜する斜面又は傾斜曲面に位置するように、形成される場合には、更に、加
熱効率が向上されることとなって、エネルギー消費が低減され、また、調理時間が短縮さ
れる。
【０２０８】
　実施の形態２に係る加熱調理器では、吹出風路２０に、吹出口２８から調理室１１外に
排出された空気の一部を筐体２外に排出する調理室排気風路１０が接続され、調理室排気
風路１０の循環風加熱手段４９からの放射を直接受ける領域に、触媒体３４が設けられる
。そのため、触媒体３４が高温となって触媒活性が高まることとなり、排気の清浄度が向
上されて、良好な調理作業空間を得ることができる。
【０２０９】
　以上、実施の形態１及び実施の形態２について説明したが、本発明は各実施の形態の説
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明に限定されない。例えば、各実施の形態の全て又は一部を組み合わせることも可能であ
る。
【符号の説明】
【０２１０】
　１　本体、２　筐体、３　筐体上面、４　トッププレート、５　吸排気口カバー、６　
操作部、７　調理室扉、８　載置部、９　表示部、１０　調理室排気風路、１１　調理室
、１２　調理室吸込口、１３　筐体排気口、１４　筐体吸気口、１５　冷却風排気風路、
１６　排気風路流入口、１７　ラジエントヒータ、１８　誘導加熱コイルユニット、１９
　調理室収納部、２０　吹出風路、２１　電動機、２２　遠心ファン、２３　上方加熱手
段、２４　受皿、２５　調理室上外郭、２６　調理皿、２７　調理皿開口、２８　吹出口
、２９　コントロールユニット、３０　スライド機構、３１　冷却風路、３２　調理室温
度検知手段、３３　気密部材、３４　触媒体、３５　調理室天井面、３６　収納部通風口
、３７　冷却ファン、３８　ユニット排気口、３９　カバー、４０　断熱層、４１　保持
部、４２　送風手段吸込口、４４　送風手段温度検知手段、４５　風路部材Ａ、４６　風
路部材Ｂ、４７　風路開口、４８　導風部材、４９　循環風加熱手段、５０　流入口、５
１　整流部、１０１　吸込口、１０２　ロック機構、１０３　開閉検知手段、１０４　凹
部、１０５　凸部、１０６　空間、１０７　凹部、１０８　フランジ部、１０９　フラン
ジ部、１２１　調理室加熱制御部、１２２　前方右側載置部加熱制御部、１２３　前方左
側載置部加熱制御部、１２４　後方載置部加熱制御部、１２５　計時部、１２６　記憶部
、１３１　加熱動作制御部、１３２　温度判定部、１３３　風量判定部。
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